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一 5 関係 機関 と の 連携 





IVー5 一 1 他 の 指定 紛争 解決 機関 と の 連携 


ー5 一 2 その 他 の 機関 と の 連携 





I 基本 的 考え 方 
1ー1 指定 紛争 解決 機関 の 監督 に 関す る 基本 的 考え 方 


( 1) 金融 分 野 に お ける 裁判 外 紛争 解決 制度 (以下 「 金 融 ADR 制 度 」 と いう 。) は 、 金 融 商 

品 ・ サ ービス の 利用 者 と 金融 機関 間 の トラ ブル に つい て 、 指 定 紛争 解決 機関 (以下 「 指 
定 機関 」 と いう 。) が 、 専門 的 な 知見 を 活か し つつ 、 中 立 ・ 公 正 な 立場 で 、 裁 判 外 で の 科 
易 ・ 迅 速 な 解決 手段 を 提供 する も の で あり 、 利 用 者 保護 の 充実 、 利 用 者 利便 の 向上 の た 
め 、 重 要 な 役割 を 果たし て いる 。 ま た 、 人 金融 ADR 制 度 の 充実 は 、 金 融 商品 ・ サ ービス 
に 対す る 利用 者 の 信頼 性 の 向上 に つなが る も の で あり 、 信 頼 ・ 活 力 の ある 金融 ・ 資 本 市 
場 の 構築 の た め に も 大 き な 意 義 が ある 。 

指定 機関 は 、 こ うし た 金融 ADR 制 度 の 意義 を 踏ま え 、 法 令 及び 業務 規程 等 に 基づき 、 
利用 者 の 立場 か ら 利 用 し 易い 手続 を 整備 し 、 中 立 ・ 公 正 か つ 簡 易 ・ 迅 速 な トラ ブル の 解 
決 に 努め る と と も に 、 ト ラブ ル に 関す る 情報 の 分 析 ・ 類 型 化 等 を 行い 、 そ の 結果 を 適時 ・ 
適切 に 、 利 用 者 及び 加入 金融 機関 (指定 機関 が 手続 実施 基本 契約 を 締結 し た 金融 機関 ) 
等 に 対し 提供 する こと に より 、 同 種 の トラ ブル の 未然 防止 に 資す る こと が 求め られ る 。 

指定 機関 の 監督 は 、 指 定 機関 に 対す る 定期 的 ・ 継 続 的 な ヒア リン グ や 指定 機関 か ら 提 
供 さ れ た 各種 の 情報 の 蓄積 及び 分 析 を 通じ て 、 法 令 及び 業務 規程 等 に 基づい た 指定 機関 
の 公正 か つ 適 確 な 業務 運営 を 確保 し 、 も っ て 利用 者 の 信頼 を 確保 する こと を 目的 と する 。 
また 、 指 定 機関 に 対し 、 他 の 指定 機関 と の 連携 等 に より 、 手 続 の 整合 性 の 確保 や 利用 者 
の 利便 性 の 向上 を 促す こと が 必要 で ある 。 

な お 、 指 定 機関 の 監督 に お いて は 、 基 本 的 に 、 苦 情 処理 手続 及び 紛争 解決 手続 に お け 
る 個別 事案 の 結果 の 適合 を 評価 する も の で は な いこ と に 留意 する 。 
( 注 )「ADR」: Alternative Dispute Resolution (裁判 外 紛争 解決 手続) 


(2) 指定 機関 の 監督 に 携わる 職員 は 、( 1 ) の 基本 的 考え 方 を 踏ま そえ つつ 、 業 務 遂 行 に 当 た 
っ て 、 以 下 の 事 項 を 行動 規範 と し 、 行 政 の 信 認 の 確保 に 努め る こと と する 。 
① 国民 か ら の 負 託 と 職務 倫理 の 保持 
自ら の 業務 が 国民 か ら 負 託さ れ た 職責 に 基づく も の で あっ て 、 そ の 遂行 に 当たっ て 
は 、 エ ー1 (1) に お ける 指定 機関 の 監督 の 目的 を 最 優先 の 課題 と し て 行う 必要 が あ 
る こと を 意識 する と と も に 、 職 務 に 係る 備 理 の 保持 に 努め 、 金 融 行政 に 対す る 国民 の 
信頼 を 確保 する こと を 目指 す 。 
② 綱紀 ・ 品 位 、 秘 密 の 保持 
金融 行政 の 遂行 に 当たり 、 綱 紀 ・ 品 位 及び 秘密 の 保持 を 徹底 し 、 穏 健 冷静 な 態度 で 
臨む 。 
③ 大 局 的 か つ 中 長期 的 な 視点 
金融 サー ビス を 利用 する 国民 や 企業 の 目線 に 立っ て 、 局 所 的 ・ 短 期 的 な 問題 設定 ・ 
解決 の み に 甘 ん じ る の で は な く 、 根 本 原因 を 把握 し 、 大 局 的 か つ 中 長期 的 な 視点 か ら 、 


ー 1 - 


早め 早め に 問題 解決 に 取り 組む 。 
④ 公正 性 ・ 公 平 性 
法令 等 に 基づく 適正 な 手続 き に 則り 、 各 指定 機関 の 状況 を 踏ま そえ て 、 公 正 ・ 公 平 に 
業務 を 遂行 する 。 
⑤ 指定 機関 の 自主 的 努力 の 尊重 
指定 機関 の 監督 の 目的 を 達成 する た め に は 、 指 定 機関 に よる 自主 的 な 取組 み と 創 意 
工夫 が 不可 欠 で ある こと を 自覚 し 、 指 定 機関 の 業務 の 運営 に つい て の 自主 的 な 努力 を 
尊重 する よう 配慮 する 。 
⑥ 自己 研 鎖 
諸 外国 を 含む 金融 に 関す る 諸 規 制 や 金融 機関 の 動向 等 の ほか 、 人 金融 と いう 経済 イン 
フラ を 取り 巻く 幅広 い 社会 ・ 経 済 事象 に つい て 、 基 本 的 知見 を 養う 。 
⑦ 適切 か つ 密 接 な 組織 内 外 の 関係 者 と の 連携 
実効 性 の 高い 監督 を 実現 する た め に は 、 自 ら の 所 管 に 限ら な い 広 い 視 野 が 重要 で あ 
り 、 庁 内 外 の 様々 な 主体 と 適切 か つ 密 接 に 連携 する 。 


I 一 2 監督 指針 策定 の 趣旨 


指定 機関 は 、「 金 融 商品 取引 法 等 の 一 部 を 改正 する 法律 」 (平成 21 年 法律 第 58 号 ) に お 
いて 、 金 融 商 品 取引 法 (昭和 23 年 法律 第 25 号 。 以 下 「 金 商法 」 と いう 。) を 含む 16 の 法 
律 に 創設 され た 金融 ADR 制 度 の 中 核 と な る 機関 で あり 、 平 成 22 年 10 月 に 紛争 解決 等 業 
務 を 開始 し た 。 

指定 機関 が 紛争 解決 等 業務 を 開始 し た 後 、 金 融 ト ラブ ル 連 絡 調整 協議 会 ほ 1) 等 に お い 
て 、 指 定 機関 に 係る 課題 等 を 議論 し て きた 。 ま た 、 平 成 25 年 3 月 に は 、 そ れ ま で の 指定 機 
関 の 業 務 遂 行状 況 の 検証 や 金融 A DR 制度 の 在り 方 の 検討 を 行っ た 「 金 融 ADR 制 度 の フ 
オォ ロー アッ プ に 関す る 有識者 会 議 」 ほ 2) に お いて 、 そ の 議論 が 取り まとめ られ た 。 同 取り 
まとめ に お いて 、 指 定 機関 は 、 利 用 者 保護 に 一 定 の 役割 を 果たし て いる と の 評価 が ある 一 
方 で 、 指 定 機関 等 に 対す る 利用 者 の 信頼 性 ・ 利 便 性 の 向上 、 各 指定 機関 間 に お いて 分 か り 
易く 整合 的 な 手続 の 構築 及び 各 指 定 機関 間 の 連携 強化 等 が 求め られ て いる 。 

以上 の 経緯 を 経て 、 指 定 機関 に 対す る 監督 の 透明 性 を 確保 し 、 金 融 ADR 制 度 に 対す る 
利用 者 の 信頼 性 の 向上 に 資す る た め 、 上 記 の 取り まとめ を 参考 と し つつ 、16 の 法律 に 共通 
する 監督 の 着眼 点 及び 手法 等 を 整備 する こと と し た ( ほ 3)。 こ の 際 、 指定 機関 に 係る 指定 の 
申請 に 対す る 審査 基準 を 定め た 「 人 金融 分 野 に お ける 裁判 外 紛争 解決 制度 (金融 ADR) に 
関す る 留意 事項 に つい て (金融 ADR ガ イド ライ ン )」 の 内 容 も 踏ま えて いる こと か ら 、 本 
監督 指針 の 策定 に 伴い 、 同 ガイ ドラ イン は 廃止 する 。 

本 監督 指針 は 、 指 定 機関 の 業務 運営 態勢 等 を 踏ま え 、 様 々 な ケー ス に 対応 で きる よう に 
作成 し た も の で あり 、 本 監督 指針 に 記載 され て いる 監督 上 の 評価 項目 等 の 全て を 各々 の 指 
定 機関 に 一 律 に 求め て いる も の で は な い 。 し た が っ て 、 各 評価 項目 等 に お ける 字 義通 り の 
対応 が 行わ れ て いな い 場 合 で あっ て も 、 利 用 者 保護 等 の 観点 か ら 問 題 の な い 限 り 、 不 適切 
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と する も の で は な いこ と に 留意 し 、 機 械 的 ・ 画 一 的 な 運用 に 陥ら な いよ うに 配慮 する 必要 
が ある 。 一 方 、 評 価 項目 等 に 係る 機能 が 形式 的 に 具備 され て いた と し て も 、 利 用 者 保護 等 
の 観点 か ら は 必ず し も 十分 と は いえ な い 場 合 も ある こと に 留意 する 必要 が ある 。 

( 注 1 平成 12 年 の 金融 審議 会 答申 を 踏ま え 、 金融 分 野 に お ける 裁判 外 紛争 解決 制度 の 改善 の た め 、 学 識 経験 者 ・ 
弁護 士 ・ 消 費 者 団体 ・ 業 界 団体 (平成 22 年 10 月 以降 は 指定 機関 を 含む 。) 及び 金融 当局 等 が 任意 に 参加 し 、 
設置 され た 協議 会 。 

( 注 2 ) 金融 商品 取引 法 等 の 一 部 を 改正 する 法律 附則 に お いて 、 法 施行 後 3 年 以内 に 、 指 定 機関 の 業務 の 遂行 状 
況 等 を 踏ま え 、 金 融 ADR 制 度 の 在り 方 等 に つい て 検討 を 行う べき 旨 が 規定 され て いる こと も 勘案 し 、 金 
融 ADR 制 度 を 、 よ り 一 層 、 利 用 者 利便 の 向上 に 資す る も の と する た め 、 金 融 店 総務 企画 局長 の も と に 設 
置 され た 有識者 会 議 。 

( 注 3) 

① 本 監督 指針 に お いて 、 便 宜 上 、 金 商法 、 同 法 施行 令 (昭和 40 年 政令 第 321 号 ) 及び 金融 商品 取引 法 第 
5 章 の 5 の 規定 に よる 指定 紛争 解決 機関 に 関す る 内 閣府 令 (平成 21 年 内 閣府 令 第 77 号 。 以下 「 指 定 機関 
府 令 」 と いう 。) に お ける 該当 条項 を 示し て いる 。 な お 、 金 商法 を 含む 16 の 法律 に お いて 、 金 融 ADR 制 
度 に 関す る 同 旨 の 規定 が 措置 され て お り 、 他 の 法律 に より 指定 され た 指定 機関 に つい て は 、 そ の 法律 の 該 


当 規 定 を 適用 する 。 
② 指定 機関 制度 が 導入 され た 16 の 法律 は 以下 の 通り 。 
・ 金 商法 


・ 無 尽 業 法 (昭和 6 年 法律 第 42 号 ) 

・ 金融 機関 の 信託 業務 の 兼 営 等 に 関す る 法律 (昭和 18 年 法律 第 43 号 ) 

・ 農業 協同 組合 法 (昭和 22 年 法律 第 132 号 ) 

・ 水 産業 協同 組合 法 (昭和 23 年 法律 第 242 号 ) 

・ 中 小 企業 等 協同 組合 法 (昭和 24 年 法律 第 181 号 ) 

・ 信 用 金庫 法 (昭和 26 年 法律 第 238 号 ) 

・ 長期 信用 銀行 法 (昭和 27 年 法律 第 187 号 ) 

・ 労 働 金庫 法 (昭和 28 年 法律 第 227 号 ) 

・ 銀 行 法 (昭和 56 年 法律 第 59 号 ) 

・ 貸 金 業法 (昭和 58 年 法律 第 32 号 ) 

・ 保 険 業 法 (平成 7 年 法律 第 105 号 ) 

・ 農 林 中 央 金庫 法 (平成 13 年 法律 第 93 号 ) 

・ 信 託 業法 (平成 16 年 法律 第 154 号 ) 

・ 資 金 決済 に 関す る 法律 (平成 21 年 法律 第 59 号 ) 

・ 証券 取引 法 等 の 一 部 を 改正 する 法律 の 施行 に 伴う 関係 法律 の 整備 等 に 関す る 法律 (平成 18 年 法律 第 66 
号 ) 第 57 条 第 2 項 の 規定 に より な お その 効力 有する も の と され る 同 法 第 1 条 の 規定 に よる 廃止 前 の 抵 
当 証券 業 の 規制 等 に 関す る 法律 (昭和 62 年 法律 第 114 号 ) 


I 指定 紛争 解決 機関 の 監督 に 係る 事務 処理 上 の 留意 点 等 


エー1 紛争 解決 等 業務 の 運営 状況 等 の ヒアリング 


(1) 定期 的 な ヒア リン グ 
金 商法 第 156 条 の 57 の 規定 に 基づき 、 指定 機関 より 紛争 解決 等 業務 に 関す る 報告 書 の 
提出 を 受け た 際 に 、 当 該 事業 年 度 の 業務 運営 状況 、 業 務 運 営 態 勢 及 び 収 支 状 況 等 に つい 
て ヒア リン グ を 実施 する 。 


(2) 随時 の ヒア リン グ 
指定 機関 に 関す る 問題 や 最近 の 業務 運営 状況 等 を 速やか に 把握 する 必要 が 生じ た 場合 
等 に お いて は 、 オ フサ イト ・ モ ニタ リン グ の 一 環 と し て 、 随時 、 ヒ アリ ング を 実施 する 。 


ロー2 検査 部 局 と の 連携 等 


(1) 検査 部 局 に よる 検査 着手 前 の 連携 
指定 機関 に 対す る 検査 着手 に 当たり 、 企 画 市 場 局 総務 課金 融 ト ラブ ル 解 決 制度 推進 室 
(以下 「 金 融 ADR 室 」 と いう 。) は 指定 機関 の 検査 を 行う 検査 部 局 に 対し 、 検 査 着手 先 
の 指定 機関 に 係る 以下 の 事項 に つい て 説明 を 行う も の と する 。 

① 前 回 検査 か ら 当該 時 点 ま で の 当該 指定 機関 の 主 な 動き (業務 運営 状況 、 業 務 運 営 態 

勢 等 ) 

直近 の 収支 状況 等 

各種 ヒア リン グ の 結果 

監督 上 の 措置 (報告 徴 求 、 行 政 処分 等 ) の 発動 及び フォ ロー アッ プ の 状況 

金融 ADR 室 と し て 検査 で 重視 すべ き で ある と 考え る 点 

その 他 


の 6 の @⑨@@@@ 


(2) 検査 を 通じ て 把握 され た 問題 点 に 係る 監督 上 の 対応 
検査 部 局 が 実施 し た 指定 機関 に 対す る 検査 た お ける 問題 点 等 に つい て 、 そ の 検査 結果 
を 監督 業務 に 適切 に 反映 させ る 観点 か ら 、T 一 6 に 基づき 行政 処分 その 他 の 措置 を 検討 
する 。 


ロー3 指定 紛争 解決 機関 に 関す る 相談 ・ 苦 情 等 へ の 対応 


ロー3 一 1 指定 紛争 解決 機関 に 関す る 相談 ・ 苦 情 等 を 受け た 場合 の 対応 


指定 機関 に 関す る 相談 ・ 苦 情 等 に つい て 、 金 融 庁 に お いて は 金融 サー ビス 利用 者 相談 室 
(以下 「 相 談 室 」 と いう 。) が 第 一 義 的 な 受付 窓口 と な る が 、 申 出 人 に 対し て は 、 当 局 は 個 
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別 事案 に 関し て あっ せん 等 を 行う 立場 に な いこ と を 説明 する 。 

な お 、 寄 せら れ た 指定 機関 に 関す る 相談 ・ 苦 情 等 の うち 、 申 出 人 が 指定 機関 側 へ の 情報 
提供 に つい て 承諾 し て いる 場合 に は 、 原 則 と し て 、 金 融 ADR 室 に お いて 、 当 該 指 定 機関 
へ の 情報 提供 を 行う も の と する 。 


エロ 一 3 一 2 金融 サー ビス 利用 者 相談 室 と の 連携 


金融 ADR 室 に お いて は 、 相 談 室 に 寄せ られ た 指定 機関 に 関す る 相談 ・ 苦 情 等 の 監督 業 
務 へ の 適切 な 反映 を 図る た め 、 以 下 の 対 応 を と る も の と する 。 
① 相談 室 か ら 回 付 さ れる 相談 ・ 苦 情 等 の 分 析 
② 相談 室 と の 情報 交換 


ロー4 法令 照会 を 受け た 場合 の 対応 


(1) 照会 を 受け る 内 容 の 範囲 
金融 ADR 室 に お いて は 、 金 商法 等 金融 庁 が 所 管 す る 法令 の うち 、 指 定 機関 に 関す る 
も の に 係る 照会 を 受け る も の と する 。 な お 、 照 会 が 権限 外 の 法令 等 に 係る も の で あっ た 
場合 に は 、 コ メン ト 等 は 厳 に 慎む も の と する 。 


(2) 照会 に 対す る 回 答 方 法 

① 本 監督 指針 や 既存 資料 等 に より 回 答 可能 な も の に つい て は 、 適 宜 回 答 する 。 

② 金融 ADR 室 長 は 、 (1) の 法令 に 関し 、 指 定 機関 か ら 受け た 、 以 下 の イ 及び 口 の 
項目 で 定め る 要件 を 満た す 一 般 的 な 照会 で あっ て 、 書 面 に よる 回 答 及び 公表 を 行う こ 
と が 法令 適用 の 予測 可能 性 向上 等 の 観点 か ら 適切 と 認め られ る も の に つい て は 、 こ れ 
に 対す る 回 答 を 書面 に より 行い 、 そ の 内 容 を 公表 する 。 
イ . 本 手続 の 対象 と な る 照会 の 範囲 

本 手続 の 対象 と な る 照会 は 、 以 下 の 要 件 の 全て を 満た す も の と する 。 

a. 特定 の 指定 機関 に お ける 個別 の 紛争 解決 等 業務 に 対す る 法令 適用 の 有無 を 照会 
する も の で は な い 、 一 般 的 な 法令 解釈 に 係る も の で ある こと (法令 適用 事前 確認 
手続 制度 の 利用 が 可能 で な いこ と 。) 。 

b. 事実 関係 の 認定 を 伴う 照会 で な いこ と 。 

c. 照会 内 容 が 、 (1) の 法令 の 適用 を 受け る 指定 機関 に 共通 する 紛争 解決 等 業務 
に 係る 照会 で あっ て 、 多 く の 指 定 機関 か ら の 照会 が 予想 され る 事項 で ある こと 。 

d. 過去 に 公表 され た 金融 ADR ガ イド ライ ン 等 に より 、 明 ら か に な っ て いる も の 
で な いこ ご と 。 

ロロ. 照会 書面 (電子 的 方 法 を 含む 。) 
本 手続 の 利用 を 希望 する 照会 者 か ら は 、 以 下 の 内 容 が 記載 され た 照会 書面 の 提出 

を 受け る も の と する 。 ま た 、 照 会 書面 の ほか に 、 照 会 内 容 及 び 上 記 イ に 記載 し た 事 
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項 を 判断 する た め に 、 記 載 事 項 や 資料 の 追加 を 要する 場合 に は 、 照 会 者 に 対し て 照 
会 書面 の 補正 及び 追加 資料 の 提出 を 求め る も の と する 。 

a. 照会 の 対象 と な る 法令 の 条項 及び 具体 的 な 論点 

b. 照会 に 関す る 照会 者 の 見 解 及び 根拠 

c. 照会 及び 回 答 内 容 が 公表 され る こと に 関す る 同意 


照会 書面 の 受付 窓口 は 、 金 融 ADR 室 と する 。 
二 . 回 答 
a. 金融 ADR 室 長 は 、 照 会 腹 か ら の 照会 書面 が 照会 窓口 に 到達 し て か ら 原 則 と し 
て 2 ヵ月 以内 に 、 照 会 者 に 対し て 回 答 を 行う よう 努め る も の と し 、2 ヵ 月 以内 に 
回 答 で き な い 場合 に は 、 照 会 者 に 対し て その 理由 を 説明 する と と も に 、 回 答 時 期 
の 目途 を 伝え る も の と する 。 
b. 回 答 書 面 に は 、 以 下 の 内 容 を 付記 する 。 
「 本 回 答 は 、 照 会 対象 法令 を 所 管 す る 立場 か ら 、 照 会 書面 に 記載 され た 情報 の み 
を 前 提 に 、 照会 対象 法令 に 関し 、 現 時点 に お ける 一 般 的 な 見 解 を 示す も の で あり 、 
個別 具体 的 な 事例 へ の 適用 を 判断 する も の で は な く 、 ま た 、 も と より 捜査 当局 の 
判断 や 司法 判断 を 拘束 し うる も の で は な い 。」 
c. 本 手続 に よる 回 答 を 行わ な い 場 合 に は 、 人 金融 A DR 室長 は 、 照 会 者 に 対し 、 そ 
の 旨 及 び 理 由 を 説明 する 。 
ホ . 公表 
上 記 二 の 回 答 を 行っ た 場合 に は 、 速 や か に 照会 及び 回 答 内 容 を 金融 庁 ホ ー ム ペー 
ジ 上 に 掲載 し て 、 公 表す る 。 
③ 上 記 ② の に 該当 する も の 以外 の も の で 照会 頻度 が 高い も の 等 に つい て は 、 必 要 に 応じ 
て 応接 箋 を 作成 し た 上 で 、 関 係 部 局 に 回 覧 し 、 金 融 ADR 室 に 保存 する 。 


IT 一 5 行政 指導 等 を 行う 際 の 留意 点 等 


エー5 一 1 行政 指導 等 を 行う 際 の 留意 点 


指定 機関 に 対し て 、 行 政 指導 等 (行政 指導 等 と は 、 行 政 手続 法 (平成 5 年 法律 第 88 号 ) 
第 2 条 第 6 号 に いう 行政 指導 に 加え 、 行政 指導 と の 区 別 が 必ず し も 明確 で は な い 情 報 提供 、 
相談 、 助 言 等 の 行為 を 含む 。) を 行う に 当たっ て は 、 行 政 手続 法 等 の 法令 等 に 沿っ て 適正 
に 行う も の と する 。 特 に 行政 指導 を 行う 際 に は 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 
(1 ) 一 般 原 則 (行政 手続 法 第 32 条 ) 
① 行政 指導 の 内 容 が あく まで も 相手 方 の 任意 の 協力 に よっ て の み 実 現さ れ て いる か 。 
例え ば 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 
イ . 行政 指導 の 内 容 及 び 運 用 の 実態 、 担 当 者 の 対応 等 に つい て 、 相 手 方 の 理解 を 得 て 
いる か 。 


ロ . 相手 方 が 行政 指導 に 協力 で き な い と の 意思 を 明確 に 表明 し て いる に も か か わら ず 、 

行政 指導 を 継続 し て いな いか 。 
② 相手 方 が 行政 指導 に 従わ な か っ た こと を 理由 と し て 不利 益 な 取扱 い を し て は いな い 

か 。 

イ . 行政 指導 に 従わ な い 事実 を 法律 の 根拠 な く 公 表す る こと も 、 公 表す る こと に より 
経済 的 な 損失 を 与え る な ど 相 手 方 に 対す る 社会 的 制裁 と し て 機能 する よう な 状況 の 
下 で は 、「 不 利益 な 取扱 い 」 に 当たる 場合 が ある こと に 留意 する 。 

口 . 行政 指導 を 行う 段階 に お いて は 処分 権限 を 行使 する か 否 か は 明確 で な く て も 、 行 
政 指導 を 行っ た 後 の 状況 に よっ て は 処分 権限 行使 の 要件 に 該当 し 、 当 該 権限 を 行使 
する こと が あり 得る 場合 に 、 そ の こと を 示し て 行政 指導 を する こと 自体 を 否定 する 
も の で は な い 。 


( 2 ) 申請 に 関連 する 行政 指導 (行政 手続 法 第 33 条 ) 
申請 者 が 当該 行政 指導 に 従う 意思 が な い 旨 を 表明 し た に も か か わら ず 、 当 該 行政 指導 
を 継続 する こと 等 に より 、 当該 申請 者 の 権利 の 行使 を 妨げ る よう な こと を し て いな いか 。 
① 申請 者 が 、 明示 的 に 行政 指導 に 従わ な い 旨 の 意思 表示 を し て いな い 場 合 で あっ て も 、 
行政 指導 の 経緯 や 周囲 の 客観 情勢 の 変化 等 を 勘案 し 、 行 政 指導 の 相手 方 に 拒否 の 意思 
表示 が な いか どう か を 判断 する 。 
② 申請 者 が 行政 指導 に 対応 し て いる 場合 で も 、 申 請 に 対す る 判断 ・ 応 答 が 留保 され る 
こと に つい て 任意 に 同意 し て いる と は 必ず し も いえ な いこ と に 留意 する 。 
③ 例え ば 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 
イ . 申請 者 が 行政 指導 に 従わ ざる を 得 な いよ うに させ 、 申 請 者 の 権利 の 行使 を 妨げ る 
よう な こと を し て いな いか 。 
ロ . 申請 者 が 行政 指導 に 従わ な い 旨 の 意思 表明 を 明確 に は 行っ て いな い 場 合 、 行 政 指 
導 を 行っ て いる こと を 理由 に 申請 に 対す る 審査 ・ 応 答 を 留保 ヒ し て いな いか 。 
ハ . 申請 者 が 行政 指導 に 従わ な い 意思 を 表明 し た 場合 に は 、 行 政 指導 を 中 止 し 、 申 請 
に 対し 、 速 や か に 適切 な 対応 を し て いる か 。 


許認可 等 の 権限 に 関連 する 行政 指導 (行政 手続 法 第 34 条 ) 
許認可 等 を する 権限 又は 許認可 等 に 基づく 処分 を する 権限 を 行使 する こと が で き な い 
場合 又は 行使 する 意思 が な い 場 合 に も か か わら ず 、 当 該 権 限 を 行使 し 得る 旨 を 殊更 に 示 
すこ と に より 相手 方 に 当該 行政 指導 に 従う こと を 余儀 な くさ せ て いな いか 。 
例え ば 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 
① 許認可 等 の 拒否 処分 を する こと が で き な い に も か か わら ず 、 で きる 旨 を 示し て 一 定 
の 作為 又は 不作 為 を 求め て いな いか 。 
② 行政 指導 に 従わ な けれ ば す ぐに で も 権限 を 行使 する こと を 示唆 し た り 、 何 ら か の 不 
利益 な 取扱 い を 行っ た りす る こと を 暗示 する な ど 、 相 手 方 が 行政 指導 に 従わ ざる を 得 
な いよ うに 仕向 け て は いな いか 。 
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( 4 ) 行政 指導 の 方 式 (行政 手続 法 第 35 条 ) 
① 行政 指導 を 行う 際 に は 、 相 手 方 に 対し 、 行 政 指導 の 趣旨 及び 内 容 並 びに 責任 者 を 明 
確 に 示し て いる か 。 
例え ば 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 
イ . 相手 方 に 対し て 求め る 作為 又は 不作 為 の 内 容 を 明確 に し て いる か 。 
. 当該 行政 指導 を どの 担当 者 の 責任 に お いて 行う も の で ある か を 示し て いる か 。 
. 個別 の 法律 に 根拠 を 有する 行政 指導 を 行う 際 に は 、 そ の 根拠 条項 を 示し て いる か 。 
二 . 個別 の 法律 に 根拠 を 有 さ な い 行 政 指導 を 行う 際 に は 、 当 該 行政 指導 の 必要 性 に つ 
いて 理解 を 得る た め 、 そ の 趣旨 を 伝え て いる か 。 
② 行政 指導 に つい て 、 相 手 方 か ら 、 行 政 指導 の 趣旨 及び 内 容 並び に 責任 者 を 記載 し た 
書面 の 交付 を 求め られ た 時 は 、 行 政 上 特別 の 支障 が な い 限 り 、 原 則 と し て これ を 交付 
し て いる か (た だ し 、 行 政 手続 法 第 35 条 第 3 項 各 号 に 該当 する 場合 を 除く 。) 。 
イ . 書面 の 交付 を 求め られ た 場合 に は 、 で きる だ け 速 や か に 交付 する こと が 必要 で あ 
る 。 
ロ . 書面 交付 を 拒み 得る 「 行 政 上 特別 の 支障 」 が ある 場合 と は 、 書 面 が 作成 者 の 意図 
と 無関係 に 利用 、 解 釈 され る こと 等 に より 行政 目的 が 達成 で き な く な る 場合 等 、 そ 
の 行政 指導 の 趣旨 及び 内 容 並 びに 責任 者 を 書面 で 示す こと が 行政 運営 上 著しい 支障 
を 生じ させ る 場合 を いう 。 
ハ . 単に 処理 件 数 が 大 量 で ある だ け の 場合 や 単に 迅速 に 行う 必要 が ある 場合 で ある こ 
と を も っ て 、「 行 政 上 特別 の 支障 」 が ある 場合 に 該当 する と は いえ な いこ と に 留意 
する 。 


ロロ 


へ 
ン 


エー5 一 2 面談 等 を 行う 際 の 留意 点 


職員 が 、 指 定 機関 の 役職 員 等 と 面談 等 (面談 、 電 話 、 電 子 メ ー ル 等 に よる や り と り を い 
う 。 以 下 同じ 。) を 行う に 際 し て は 、 以 下 の 事項 に 留意 する 。 

① 面談 等 に 参加 する 職員 は 、 常 に 綱紀 及び 品位 を 保持 し 、 穏 健 冷静 な 態度 で 臨ん で いる 
か 。 

② 面談 等 の 目的 、 相 手 方 の 氏名 ・ 所 属 等 を 確認 し て いる か 。 

③ 面談 等 の 方 法 、 面 談 等 を 行う 場所 、 時 間 帯 、 参 加 し て いる 職員 及び 相手 方 が 、 面 談 等 
の 目的 ・ 内 容 か ら み て ふさ わし いも の と な っ て いる か 。 

④ 面談 等 の 内 容 ・ 結 果 に つい て 双方 の 認識 が 一 致す る よう 、 必 要 に 応じ 確認 し て いる か 。 
特に 、 面 談 等 の 内 容 ・ 結 果 が 守秘 義務 の 対象 と な る 場合 に は 、 そ の こと が 当事者 双方 に 
と っ て 明確 と な っ て いる か 。 

⑤ 面談 等 の 内 容 が 上 司 の 判断 を 仰ぐ 必要 の ある 場合 に お いて 、 状 況 に 応じ あら か じ め 上 
司 の 判断 を 仰ぎ 、 又 は 事後 に 速やか に 報告 し て いる か 。 ま た 、 同 様 の 事案 に つい て 複数 
の 相手 方 と 個別 に 面談 等 を 行う 場合 に は 、 行 政 の 対応 の 統一 性 ・ 透 明 性 に 配慮 し て いる 
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ロー6 一 1 検査 結果 等 へ の 対応 


(1) 検査 結果 へ の 対応 

検査 部 局 が 実施 し た 指定 機関 に 対す る 検査 に つい て は 、 検 査 結 果 を 以下 の と お り 監 督 

業務 に 適切 に 反映 させ る も の と する 。 

① 検査 結果 通知 書 又 は 検査 報告 書 に お いて 指摘 され た 事項 に つい て の 事実 認識 、 発 生 
原因 分 析 、 改 善 ・ 対 応 策 そ の 他 必 要 と 認め られ る 事項 を 取り まとめ た 報告 書 を 概ね 1 
ヵ月 以内 (必要 に 応じ 項目 ご と に 短縮 する 。) に 提出 する こと を 、 指 定 機関 に 対し て 
金 商法 第 156 条 の 58 第 1 項 の 規定 に 基づき 命ずる 。 

② 報告 書 が 提出 され た 段階 に お いて は 、 指 定 機関 に 対し 十分 な ヒア リン グ を 行う も の 
と する 。 ヒ アリ ング に 当たっ て は 、 検 査 部 局 と も 緊密 な 連携 を 図る も の と する 。 

③ 検査 結果 及び 金 商法 第 156 条 の 58 第 1 項 の 規定 に 基づく 報告 書 の 内 容 等 に より 、 改 
善 ・ 対 応 に 一 定 の 期間 を 要する と 認め られ る 場合 に は 、 定 期 的 な ヒア リン グ を 実施 す 
る な ど 、 フ ォ ロ ー ア ッ プ を 行う も の と する 。 

④ 証券 取引 等 監視 委員 会 事務 局 が 行う 検査 に お いて 、 証 券 取引 等 監視 委員 会 より 、 金 
融 庁 設置 法 (平成 10 年 法律 第 130 号 ) 第 20 条 第 1 項 の 規定 に 基づき 「 行 政 処分 その 他 の 
措置 」 に つい て 勧告 が あっ た 場合 、 金 融 ADR 室 に お いて は 、 そ の 内 容 に つい て 検討 
を 行っ た 上 で 、 金 商法 第 156 条 の 58 第 1 項 の 規定 に 基づく 報告 徴 求 命令 、 同 法 第 156 条 
の 59 第 1 項 又 は 第 156 条 の 61 第 1 項 の 規定 に 基づく 行政 処分 その 他 の 適切 な 措置 を 検 
討 する 。 

( 注 ) 金融 店 総合 政策 局 リ スク 分 析 総 括 課 が 行う 検査 に お いて も 、 そ の 内 容 に つい て 検討 を 行っ た 上 で 、 上 
記 の 行政 処分 その 他 の 適切 な 措置 を 検討 する 。 


(2) オフ サイ ト ・ モ ニタ リン グ 等 に 基づく 報告 徴 求 

① オフ サイ ト ・ モ ニタ リン グ 等 を 通じ て 、 指 定 機関 に お ける 公正 か つ 適 確 な 紛争 解決 
等 業務 の 遂行 に 関し 問題 が ある と 認め られ る 場合 に お いて は 、 金 商法 第 156 条 の 58 第 1 
項 の 規定 に 基づき 、 当 該 事項 に つい て の 事実 認識 、 発 生 原因 分 析 、 改 善 ・ 対 応 策 そ の 
他 必 要 と 認め られ る 事項 に つい て 、 報 告 を 求め る も の と する 。 

② 報告 を 検証 し た 結果 、 更 に 精査 する 必要 が ある と 認め られ る 場合 に お いて は 、 人 金 商 
法 第 156 条 の 58 第 1 項 の 規定 に 基づき 、 追 加 報告 を 求め る も の と する 。 

③ 上 記 報 告 を 検証 し た 結果 、 紛 争 解決 等 業務 の 公正 性 ・ 適 確 性 の 観点 か ら 重 大 な 問題 
が 発生 に し て お ら ず 、 か つ 、 指 定 機関 の 自主 的 な 改善 へ の 取組 を 求め る こと が 可能 な 場 
合 に お いて は 、 任 意 の ヒア リン グ 等 を 通じ て 、 報 告 さ れ た 改善 ・ 対 応 策 の フォ ロー ア 
ッ プ を 行う も の と する 。 


④ 必要 が あれ ば 、 金 商法 第 156 条 の 58 第 1 項 の 規定 に 基づき 、 定 期 的 な 報告 を 求め 、 フ 
オロ ー ア ッ プ を 行う も の と する 。 


上 記 一 6 一 1 に 掲げ る 、 指 定 機関 か ら の 報告 書 又 は 証券 取引 等 監視 委員 会 か ら の 勧告 
書 の 内 容 に つい て 、 本 監督 指針 に 掲げ た 評価 項目 等 に 照ら し て 総合 的 に 検証 し た 結果 、 紛 
争 解 決 等 業務 の 公正 性 ・ 適 確 性 の 観点 か ら 重 大 な 問題 が 認め られ る 場合 、 以 下 の (1) か 
ら (3) まで に 掲げ る 要素 を 勘案 する と と も に 、 こ れ ら 以外 に 考慮 すべ き 要 素 が な いか ど 
うか を 吟味 し た 上 で 、 
① 改善 に 向け た 取組 を 指定 機関 の 自主 性 に 委ね る こと が 適当 か どう か 。 
② 改善 に 相当 の 取組 を 要 し 、 一 定期 間 業務 改善 に 専念 ・ 集 中 させ る 必要 が ある か どう か 。 
③ 紛争 解決 等 業務 を 継続 させ る こと が 適当 か どう か 。 

等 の 点 に つい て 検討 を 行い 、 金 商法 第 156 条 の 59 第 1 項 (業務 改善 命令 ) 、 同 法 第 156 条 の 
61 第 1 項 (業務 停止 命令 又は 指定 の 取消 し ) の 規定 に 基づく 行政 処分 の 内 容 を 決定 する 。 

な お 、 行 政 処分 を 行う に 当たっ て 、 当 該 処 分 が 金 商法 第 156 条 の 59 第 2 項 又は 同 法 第 156 

条 の 61 第 2 項 に 該当 する 場合 は 、 法 務 大 臣 へ の 協議 が 必要 と な る こと に 留意 する 。 


( 1 ) 当該 行為 の 重大 性 ・ 悪 質 性 
① 公益 侵害 の 程度 
当該 指定 機関 の みな ら ず 、 金 融 ADR 制 度 に 対す る 信頼 性 を 損なう な ど 公益 を 著 し 
く 侵害 し て いな いか 。 
② 被害 の 程度 
広範 囲 に わた っ て 多数 の 利用 者 が 被害 を 受け た か どう か 。 個 々 の 利用 者 が 受け た 被 
害 が どの 程度 深刻 か 。 
③ 行為 自体 の 悪質 性 
例え ば 、 利 用 者 か ら 多 数 の 苦情 を 受け て いる の に も か か わら ず 、 引 き 続 き 同様 の 行 
為 を 繰り 返す な ど 、 当 該 行為 が 悪質 で あっ た か 。 
④ 行為 が 行わ れ た 期間 や 反復 性 
当該 行為 が 長期 間 に わ た っ て 行わ れ た の か 、 短 期間 の も の だ っ た の か 。 反復 ・ 継 続 
し て 行わ れ た も の か 、 1 回 限り の も の か 。 ま た 、 過 去 に 同様 の 行為 行わ れ た こと が 
ある か 。 
⑥ 故意 性 の 有無 
当該 行為 が 違法 ・ 不 適切 で ある こと を 認識 し つつ 故意 に 行わ れ た の か 、 過 失 に よる 
も の か 。 
⑥ 組織 性 の 有無 
当該 行為 が 現場 の 個人 の 判断 で 行わ れ た も の か 、 あ る い は 管理 者 も 関わ っ て いた の 
か 。 更 に 役員 の 関与 が あっ た の か 。 
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⑦ 隠蔽 の 有無 
問題 を 認識 し た 後に 隠蔽 行為 は な か っ た か 。 隠蔽 が ある 場合 に は 、 そ れ が 組織 的 な 
も の で あっ た か 。 
⑧ 反 社 会 的 勢力 の 関与 の 有無 
反 社 会 的 勢力 の 関与 は な か っ た か 。 関与 が ある 場合 に は 、 ど の 程度 か 。 


(2) 当該 行為 の 背景 と な っ た 業務 運営 態勢 の 適切 性 

役員 の 法令 等 遵守 に 関す る 認識 や 取組 は 十分 か 。 

内 部 監査 部 門 又 は それ に 代わ る 検証 態勢 は 十分 か 、 ま た 適切 に 機能 し て いる か 。 
法令 等 遵守 態勢 は 十分 か 、 ま た 適切 に 機能 し て いる か 。 

紛争 解決 等 業務 に 従事 する 役職 員 等 の 法令 等 遵守 に 関す る 認識 は 十分 か 、 ま た 教育 
が 十分 に な され て いる か 。 


OBE 


(3) 軽減 事由 
上 記 (1) 及び (2) の ほか に 、 行 政 に よる 対応 に 先行 し て 、 指 定 機関 自身 が 自主 的 
に 利用 者 保護 の た め に 所 要 の 対応 に 取り 組ん で いる 、 と いっ た 軽減 事由 が ある か 。 


エー6 一 3 標準 処理 期間 


上 記 Tー6 一 2 の 行政 処分 を し よう と する 場合 に は 、 
① 上 記 一 6 一 1 に 掲げ る 、 指 定 機関 か ら の 報告 書 又は 証券 取引 等 監視 委員 会 か ら の 勧 
告 書 を 受理 し た と きか ら 、1 カ ヵ月 (法務 大 臣 へ の 協議 が 必要 な 場合 又は 処分 が 他 省庁 と 
の 共管 法令 に 基づく 場合 は 2 ヵ月 ) 以内 を 目途 に 行う も の と する 。 
② ① の 勧告 書 に お いて 指摘 され た 事項 に つき 、 事 実 確認 等 の た め 指 定 機関 や その 他 の 者 
に 対し て 報告 徴 求 を 行っ た 場合 は 、 報 告 書 を 受理 し た と きか ら 1 カ ヵ月 (法務 大 臣 へ の 協 
議 が 必要 な 場合 又は 処分 が 他 省庁 と の 共管 法令 に 基づく 場合 は 2 ヵ月 ) 以内 を 目途 に 行 
う も の と する 。 
( 注 1) 「 報 告 書 を 受理 し た と き 」 の 判断 に お いて は 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 
① 複数 回 に わた っ て 、 金 商法 第 156 条 の 58 第 1 項 の 規定 に 基づき 報告 を 求め る 場合 (直近 の 報告 書 を 受理 し 
た と きか ら 上 記 の 期間 内 に 報告 を 求め る 場合 に 限る 。) に は 、 最 後 の 報告 書 を 受理 し た と き を 指す も の と 
する 。 
② 提出 され た 報告 書 に 関し 、 資 料 の 訂正 、 追 加 提 出 等 ( 軽 徴 な も の は 除く 。) を 求め る 場合 に は 、 当 該 計 
正 、 追 加 提出 等 が 行わ れ た と き を 指す も の と する 。 
( 注 2) 弁明 ・ 聴 聞 等 に 要する 期間 は 、 標 準 処理 期間 に 含ま れ な い 。 
( 注 3) 標準 処理 期間 は 、 処 分 を 検討 する 基礎 と な る 情報 ご と に 適用 する 。 
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一 6 一 4 金 商法 第 156 条 の 59 第 1 項 の 規定 に 基づく 業務 改善 命令 の 履行 状況 の 報告 義務 
の 解除 


金 商法 第 156 条 の 59 第 1 項 の 規定 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 する 場合 に は 、 当該 命令 に 
基づく 指定 機関 の 業務 改善 に 向け た 取組 を フォ ロー アッ プ し 、 そ の 改善 努力 を 促す た め 、 
原則 と し て 、 当 該 指定 機関 の 提出 する 業務 改善 計画 の 履行 状況 の 報告 を 求め る こと と な っ 
て いる が 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 
① 金 商法 第 156 条 の 59 第 1 項 の 規定 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 し て いる 指定 機関 に 対 

し て 、 当 該 指定 機関 の 提出 し た 業務 改善 計画 の 履行 状況 に つい て 、 期 限 を 定め て 報告 を 

求め て いる 場合 に は 、 期 限 の 到来 に より 、 当 該 指 定 機関 の 報告 義務 は 解除 され る 。 


② 金 商法 第 156 条 の 59 第 1 項 の 規定 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 し て いる 指定 機関 に 対 
し て 、 当 該 指定 機関 の 提出 し た 業務 改善 計画 の 履行 状況 に つい て 、 期 限 を 定め る こと な 
く 継続 的 に 報告 を 求め て いる 場合 に は 、 業 務 改 善 命令 を 発出 する 要因 と な っ た 問題 に 関 
し て 、 業 務 改 善 計画 に 沿っ て 十分 な 改善 措置 が 講じ られ た と 認め られ る と き に は 、 当 該 
計画 の 履行 状況 の 報告 義務 を 解除 する 。 そ の 際 、 当 該 報告 等 に より 把握 し た 改善 へ の 取 
組 状況 に 基づき 、 解 除 の 是非 を 判断 する 。 


ロー6 一 5 行政 手続 法 等 と の 関係 


(1) 行政 手続 法 と の 関係 

行政 手続 法 第 13 条 第 1 項 第 1 号 に 該当 する 不利 益 処 分 を し よう と する 場合 に は 聴聞 
を 行い 、 同 項 第 2 号 に 該当 する 不利 益 処 分 を し よう と する 場合 に は 弁明 の 機会 を 付与 し 
な けれ ば な ら な いこ と に 留意 する 。 

いずれ の 場合 に お いて も 、 不 利益 処分 を する 場合 に は 同 法 第 14 条 に 基づき 、 処 分 の 理 
由 を 示さ な けれ ば な ら な いこ と (不利 益 処分 を 書面 で する と き は 、 処 分 の 理由 も 書面 に 
より 示さ な けれ ば な ら な いこ と ) に 留意 する 。 

また 、 申請 に より 求め られ た 許認可 等 を 拒否 する 処分 を する 場合 に は 同 法 第 8 条 に 基 
づき 、 処分 の 理由 を 示さ な けれ ば な ら な いこ と (許認可 等 を 拒否 する 処分 を 書面 で する 
と き は 、 処 分 の 理由 も 書面 に に より 示さ な けれ ば な ら な いこ と ) に 留意 する 。 

その 際 、 単に 根拠 規定 を 示す だ け で は な く 、 い か な る 事実 関係 に 基づき 、 い か な る 法 
令 ・ 基 準 を 適用 し て 処分 が な され た か を 明らか に する こと 等 が 求め られ る こと に 留意 す 
る 。 


(2 ) 行政 不服 審査 法 と の 関係 
不服 申立 て を する こと が で きる 処分 を する 場合 に は 、 行政 不服 審査 法 (平成 26 年 法律 
第 68 号 ) 第 82 条 に 基づき 、 不 服 申 立て を する こと が で きる 旨 等 を 書面 で 教 砂 し な けれ 
ば な ら な いこ と に 留意 する 。 
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(3) 行政 事件 訴訟 法 と の 関係 
取消 訴訟 を 提起 する こと が で きる 処分 を する 場合 に は 、 行政 事件 訴訟 法 (昭和 37 年 法 
律 第 139 号 ) 第 46 条 に 基づき 、 取消 訴訟 の 提起 に 関す る 事項 を 書面 で 教示 し な けれ ば な 
ら な いこ と に 留意 する 。 


一 6 一 6 不利 益 処 分 の 公表 に 関す る 考え 方 


① 上 記せ 一 6 一 2 の 不利 益 処 分 の うち 、 金 商法 第 156 条 の 61 第 1 項 の 規定 に 基づく 指定 の 
取消 し を 行っ た と き は 、 同 法 第 156 条 の 61 第 4 項 の 規定 に 基づき 、 官報 で 公示 し な けれ ば 
な ら な い 。 


② 上 記 エ ー6 一 2 の 不利 益 処分 に つい て は 、 他 の 指定 機関 に お ける 予測 可能 性 を 高め 、 
同様 の 事案 の 発生 を 抑制 する 観点 か ら 、 経 理 的 基礎 に 関す る 不利 益 処分 等 、 公 表 に より 
対象 指定 機関 の 運営 改善 に 支障 が 生ずる お それ の ある も の を 除き 、 処 分 の 原因 と な っ た 
事実 及び 処分 の 内 容 等 を 公表 する 。 


ロー7 電子 申請 可能 な 申請 書 等 を 提出 する に 当たっ て の 留意 点 


一 7ー1 書面 ・ 対 面 に よる 手続 き に つい て の 留意 点 


指定 機関 等 に よる 当局 へ の 申請 ・ 届 出 等 及び 当局 か ら 指 定 機関 等 に 対し 発出 する 処分 通 
知 等 に つい て は 、 そ れ ぞ れ 情 報 通信 技術 を 活用 し た 行政 の 推進 等 に 関す る 法律 (以下 「 デ 
ジタル 手続 法 」 と いう 。) 第 六条 第 一 項 及び 第 七条 第 一 項 の 規定 に より 、 法 令 の 規定 に お 
いて 書面 等 に より 行う こと その 他 の その 方 法 が 規定 され て いる 場合 に お いて も 、 当 該 法 令 
の 規定 に か か わら ず 、 電 子 情報 処理 組織 を 使用 する 方 法 に より 行う こと が で きる こと と さ 
れ て いる 。 

こう し た デジ タル 手続 法 の 趣旨 を 踏ま え 、 同 法 の 適用 対象 と な る 手続 き に 係る 本 監督 指 
針 の 規定 に つい て も 、 当 該 規定 の 書面 ・ 対 面 に 係る 記載 に か か わら ず 、 電 子 情報 処理 組織 
を 使用 する 方 法 に より 行う こと が で きる も の と する 。 

また 、 経 済 社会 活動 全般 に お いて 、 デ ジ タ ラ イ ゼ ー シ ョ ン が 飛躍 的 に 進展 し て いる 中 、 
政府 全体 と し て 、 書 面 ・ 押 印 ・ 対 面 手続 き を 前 提 と し た 我が国 の 制度 ・ 慣 行 を 見 直し 、 実 
際 に 足 を 運ば な く て も 手続 き が で きる リモ ー ト 社会 の 実現 に 向け た 取組 み を 進め て いる 。 

金融 庁 と し て も 、 こう し た 取組 み を 着実 に 進め る た め 、 指定 機関 等 か ら 受 け 付 ける 申請 ・ 
届出 等 に つい て 、 全 て の 手続 き に つい て オン ライ ン で の 提出 を 可能 と する た め の 金 融 店 電 
子 申請 ・ 届 出 シス テム を 更改 し た ほか 、 押 印 を 廃止 する た め の 内 閣府 令 及び 監督 指針 等 の 
改正 を 行う こと 等 に より 、 行 政 手 続き の 電子 化 を 推進 し て きた 。 

更に 、 民 間 事 業者 間 に お ける 手続 に つい て も 、「 金 融 業 界 に お ける 書面 ・ 押 印 ・ 対面 手 
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続 の 見 直し に 向け た 検討 会 」 を 開催 し 、 業 界 全 体 で の 慣行 見 直し を 促す こと に より 、 書 面 
の 電子 化 や 押印 の 不要 化 、 対 面 規制 の 見 直し に 取り 組ん で きた 。 

この よう な 官民 に お ける 取組 み も 踏ま え 、 本 監督 指針 の 書面 ・ 対 面 に 係る 記載 の うち 、 
デジ タル 手続 法 の 適用 対象 と な る 手続 き に 係る も の 以外 に つい て も 、 以 下 の エ 一 7ー2 に 
掲げ る 原本 送付 を 求め る 場合 を 除き 、 電 子 情報 処理 組織 を 使用 する 方 法 そ の 他 の 情報 通信 
の 技術 を 利用 する 方 法 に より 行う こと が で きる も の と する 。 

以上 の よう な 取扱 いと する 趣旨 に 鑑み 、 本 監督 指針 の 規定 に 基づく 手続 き に つい て は 、 
手続 き の 相 手 方 の 意向 を 考慮 し た 上 で 、 可 能 な 限り 、 書 面 ・ 対 面 に よら な い 方 法 に より 行 
うこ と を 筑 源 する も の と する 。 


一 7ー2 申請 書 等 を 提出 する に 当たっ て の 留意 点 


II 一 7ー1 を 踏ま え 、 指定 機関 等 に よる 当局 へ の 申請 ・ 届 出 等 に つい て は 、 原則 と し て 、 
金融 庁 電子 申請 ・ 届 出 シス テム を 利用 し て 法令 に 定め る 提出 期限 まで に 提出 を 求め る こと 
と する 。 

た だ し 、 公 的 機関 が 発行 する 添付 書類 (住民 票 の 写し 、 身 分 証明 書 、 戸 籍 膳 本 、 税 ・ 手 
数 料 等 の 納付 を 証する 書類 等 ) に つい て は 、 原 本 送付 を 求め る こと と する 。 


紛争 解決 等 業務 を 行う 者 の 指定 に 係る 事務 処理 上 の 留意 点 


中 一 1 経理 的 基礎 及び 技術 的 基礎 ( 金 商法 第 156 条 の 39 第 1 項 第 5 号 関係 ) 


金 商法 第 156 条 の 39 第 1 項 第 5 号 に お いて は 、 紛争 解 決 等 業務 を 行う 者 と し て の 指定 の 要 
件 と し て 、「 紛 争 解決 等 業務 を 適 確 に 実施 する に 足り る 経理 的 及び 技術 的 な 基礎 を 有する 
こと 」 が 規定 され て いる 。 

な お 、 本 項目 は 、 紛 争 解 決 等 業務 を 行う 者 と し て の 指定 の 要件 で ある が 、 指 定 機関 と し 
て 業務 開始 後 も これ ら の 維持 が 求め られ る 。 
① 経理 的 基礎 

「 経 理 的 基礎 」 と は 、 紛 争 解 決 等 業務 は 、 そ の 性 質 上 、 安 定 的 か つ 継続 的 に 提供 され 

る 必要 が ある と 考え られ る こと か ら 、 こ れ を 可能 と する に 足り る 財産 及び 収支 が ある こ 

と を いい 、 適 切 に 作成 され た 収支 計画 等 に 基づき 判断 する 。 


「 経 理 的 基礎 」 の 判断 に 当たっ て は 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 
イ . 当該 業態 又は 類似 する 他 の 業態 に お ける 過去 の 実績 等 に 照ら し 、 適 切な 費用 見 込 額 
を 計上 し て いる か 。 


ロ . 当該 費用 計上 見 込 額 に 応じ 、 適 切な 収入 (負担 金 ・ 料 金 等 ) を 確保 し て いる か 。 
ハ . 実際 の 費用 が 見 込 額 を 上 回 る な ど 、 当 初 想 定 し て いた 収入 だ け で は 対応 で き な く な 
っ た 場合 の 補てん 措置 を 講じ て いる か 。 
な お 、 紛 争 解 決 等 業務 は 、 そ の 人 性質 上 大 規模 な 設備 を 要 し な いこ と に 鑑み 、「 経 理 
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的 基礎 」 が 備わっ て いれ ば 、 充 実 し た 基本 財産 等 を 自ら 所 有 し て いな い 場 合 や 、 兼 業 
に より 収入 を 補てん する 場合 等 も 許容 され る こと に 留意 する 。 


② 技術 的 基礎 
「 技 術 的 基礎 」 と は 、 紛 争 解 決 等 業務 の 適 確 な 実施 に 当たっ て は 、 当 該 業 態 又 は 類似 
する 業態 に お ける 苦情 ・ 紛 争 の 発生 状況 等 を 考慮 し た 適切 な 態勢 が 確保 さ れる 必要 が あ 
る と 考え られ る こと か ら 、 こ れ を 可能 と する に 足り る 組織 と し て の 態勢 、 知 識 及 び 能 力 
が 備わっ て いる こと を いう 。 
「 技 術 的 基礎 」 の 判断 に 当たっ て は 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 
イ . 当該 業態 に お いて 発生 する 苦情 ・ 紛 争 に つい て 、 一 部 の 地域 や 分 野 に 限定 する こと 
な く 対 応 で きる 態勢 を 整備 し て いる か 。 
ロ . 苦情 の 発生 状況 等 に 応じ 、 苦 情 処 理 手続 を 適 確 に 実施 する こと が で きる 知識 ・ 経 験 
等 を 有する 者 を 十分 に 確保 し て いる か 。 
ハ . 紛争 の 発生 状況 等 に 応じ 、 紛 争 解決 手続 を 適 確 に 実施 する こと が で きる 金 商法 第 156 
条 の 50 第 3 項 の 要件 を 満た す 紛 争 解決 委員 の 候補 者 を 十分 に 確保 し て いる か 。 
二 . 上 記 口 及び ハ の 補助 者 と し て 十分 な 人 員 を 確保 し て いる か 。 


ル 一 2 役員 又は 職員 の 構成 ( 金 商法 第 156 条 の 39 第 1 項 第 6 号 関係 ) 


金 商法 第 156 条 の 39 第 1 項 第 6 号 に お いて は 、 紛 争 解 決 等 業務 を 行う 者 と し て の 指定 の 要 
件 と し て 、「 役 員 又 は 職員 の 構成 が 紛争 解決 等 業務 の 公正 な 実施 に 支障 を 及ぼ す お それ が 
な いも の で ある こと 」 が 規定 され て いる 。 
な お 、 本 項目 は 、 紛 争 解決 等 業務 を 行う 者 と し て の 指定 の 要件 で ある が 、 指 定 機関 と し 
て 業務 開始 後 も これ ら の 維持 が 求め られ る 。 
「 役 員 又 は 職員 の 構成 」 に つい て は 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 

① 金 商法 の 関連 諸 規 制 や 金融 ADR 制 度 に 関す る 知識 等 、 紛 争 解決 等 業務 を 公正 に 実施 
する に 足り る 知識 ・ 経 験 を 有 し て いる 者 を 確保 し て いる か 。 

② 紛争 解決 等 業務 の 中 立 性 を 確保 する た め 、 同 業務 に 従事 する 役職 員 の 構成 ・ 配 置 が 、 

例え ば 特定 の 金融 機関 に 従事 し た 経験 を 有する 者 に 偏っ て いな いな ど 、 適 切な も の に な 

っ て いる か 。 
③ 紛争 解決 等 業務 の 独立 性 を 確保 する た め 、 役 職員 に 対す る 不当 な 影響 が 排除 され る よ 

う 、 例 えば 応対 記録 の 保存 や 定期 的 な 監査 の 実施 等 の 適切 な 措置 を 講じ て いる か 。 


一 3 指定 申請 書 の 添付 書類 ( 金 商法 第 156 条 の 40 第 2 項 第 6 号 、 指定 機関 府 令 第 6 条 第 
2 項 第 3 号 口 関係 ) 


指定 申請 に 当たっ て は 、 金 商法 第 156 条 の 40 第 2 項 に 掲げ る 書類 を 添付 する 必要 が ある 
が 、 こ の うち 、 指 定 機関 府 令 第 6 条 第 2 項 第 3 号 口 に お いて は 、 指 定 申請 書 の 添付 書類 と 
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し て 、 人 金融 商品 取引 関係 業者 に 対し 業務 規程 等 を 送付 し た に も か か わら ず 、 到 達し な か っ 
た 場合 に お ける 「 通 常 の 送付 方 法 に よっ て 到達 し な か っ た 原因 」 を 証する 書類 が 規定 され 
て いる 。 

この 場合 、「 通 常 の 送付 方 法 」 と は 、 例 えば 、 郵 便 又 は 信書 便 等 又は 同等 の 信頼 性 が 確保 
され た 電磁 的 記録 に よる 方 法 が 該当 する 。 ま た 、「 到 達し な か っ た 原因 」 を 証する 書類 と は 、 
例え ば 、 金 融 庁 長官 が 公表 し て いる 金融 商品 取引 関係 業者 の 所 在 地 に 送付 し た に も か か わ 
ら ず 、 所 在 地 不 明 等 で 返送 され て きた 場合 の 当該 返送 書類 の 写し 等 を いう 。 


ル 一 4 紛争 解決 等 業務 の 周知 ( 金 商法 第 156 条 の 44 第 2 項 第 10 号 関係 ) 


金 商法 第 156 条 の 44 第 2 項 第 10 号 に お いて は 、 手 続 実施 基本 契約 で 定め る べき 事項 と し て 、 
「 加 入金 融 商品 取引 関係 業者 は 、 そ の 顧客 に 対し 指定 紛争 解決 機関 に よる 紛争 解決 等 業務 
の 実施 に つい て 周知 する た め 、 必 要 な 情報 の 提供 その 他 の 措置 を 講じ な けれ ば な ら な いこ 
と 」 が 規定 され て いる 。 

この 場合 、「 必 要 な 情報 の 提供 その 他 の 措置 」 と し て は 、 ホ ー ム ペー ジ ・ ポ スタ ー 等 で 
広く 周知 する こと や 契約 書 ・ 商 品 説 明 書 等 に 記載 する こと 等 が 考え られ る 。 な お 、 こ れ ら 
の 措置 に つい て は 、 加 入金 融 商品 取引 関係 業者 (以下 「 業 者 」 と いう 。) の 過大 な 負担 と 
な ら な いよ うに 配 意 し つつ 、 利 用 者 保護 の 観点 か ら 適 切 に 定め られ て いる か に 留意 する 。 


玉 一 5 その 他 の 留意 事項 


金 商法 第 156 条 の 39 第 1 項 第 7 号 に お いて は 、 紛争 解 決 等 業務 を 行う 者 と し て の 指定 の 要 
件 と し て 、「 業 務 規 程 が 法令 に 適合 し 、 か つ 、 こ の 法律 の 定め る と ころ に より 紛争 解決 等 
業務 を 公正 か つ 適 確 に 実施 する た め に 十分 で ある と 認め られ る こと 」 が 規定 され て いる 。 
この た め 、 下 記 「IV 指定 紛争 解決 機関 の 監督 上 の 評価 項目 」 の うち 、 以 下 の 事 項 に つい 
て は 、 紛争 解決 等 業務 を 行う 者 の 指定 に 係る 事務 処理 上 の 留意 点 と し て も 用 いる も の と し 、 
それ ぞ れ の 項目 の 「 意 義 」 を 踏ま え 、 業 務 規 程 に 当該 事項 が 適切 に 定め られ て いる か な ど 
に つい て 審査 を 行う も の と する 。 
① 「Vー1 一 2 職員 の 監督 体制 等 」 (2) ① ( 金 商法 第 156 条 の 44 第 1 項 第 8 号 、 指 定 

機関 府 令 第 7 条 第 3 号 関係 ) 
②「-ー1 一 3 紛争 解決 委員 の 選任 及び 排除 等 」 (2) ①、② ( 金 商法 第 156 条 の 44 第 4 

項 第 2 号 関係 ) 
③「ー1 一 4 負担 金 及 び 料 金 」 (2) ①、② ( 金 商法 第 156 条 の 44 第 5 項 関係 ) 
(④「 攻 ー2 一 3 紛争 解決 手続 に お ける 留意 事項 」 (2) ① ( 金 商法 第 156 条 の 44 第 4 項 第 

6 号 関係) 
⑤「ー3 一 2 紛争 解決 等 業務 の 検証 ・ 評 価 」 (2) ③ ( 金 商法 第 156 条 の 44 第 1 項 第 7 

号 関係 ) 
⑥「-5 一 1 他 の 指定 紛争 解決 機関 この 連携 」 (2) ① ( 金 商法 第 156 条 の 44 第 1 項 第 
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6 号 関係 ) 
⑦「-ー5 一 2 その 他 の 機関 と の 連携 」 (2) ( 金 商法 第 156 条 の 44 第 1 項 第 6 号 関係 ) 


IV 指定 紛争 解決 機関 の 監督 上 の 評価 項目 


IV 一 1 紛争 解決 等 業務 の 運営 態勢 


IVー1 一 1 指定 紛争 解決 機関 の 業務 運営 態勢 


(1) 意義 
指定 機関 が 紛争 解決 等 業務 の 公正 か つ 適 確 な 運営 を 図り 、 も っ て 利用 者 の 信頼 性 ・ 利 
便 性 向上 を 図る た め に は 、 指 定 機関 に お いて 、 業 務 運 営 に 関す る 報告 、 意 思 決 定 、 検 証 
及び 改善 等 の 一 連 の プロ セス の 確立 が 必要 で ある 。 


(2) 主 な 着眼 点 

① 業務 運営 や 予算 措置 等 の 決定 権限 ・ 報 告 態勢 を 明確 に 規程 等 に 定め る と と も に 、 役 
員 (理事 会 等 の 意思 決定 機関 を 含む 。) が 適切 に 紛争 解決 等 業務 に 関す る 課題 等 の 報告 
を 受け 、 検 討 及 び 指 示 を 行う 態勢 と な っ て いる か 。 

② 指定 機関 全体 の 業務 量 を 的 確 に 把握 し た 上 で 、 例 えば 、 業 務 量 が 増加 し た 場合 、 職 
員 又 は 紛争 解決 委員 を 機動 的 に 増員 する な ど 、 業 務 量 に 応じ た 業務 運営 態勢 を 不断 に 
見 直し 、 整 備 を 図っ て いる か 。 

③ 紛争 解決 手続 に お いて 、 法 人 や 高額 請求 に 係る 申立 事案 が 増加 し た 場合 、 個 人 や 少 
額 請求 に 係る 申立 事案 に 対す る リソー ス (人 員 ・ 費 用 等 ) の 配分 に 支障 が 生じ な いよ 
うな 業務 運営 態勢 と な っ て いる か 。 

④ 紛争 解決 等 業務 の 運営 状況 に 応じ 、 利 用 者 利便 の 更 な る 向上 ( 例 : 地方 在住 者 の ア 
クセ ス の 向上 、 高 齢 者 等 へ の 配慮 等 ) に つい て 検討 する 態勢 と な っ て いる か 。 

⑤ 障害 を 理由 と する 差別 の 解消 の 推進 に 関す る 法律 (平成 25 年 法律 第 65 号 ) 及び 「 金 
融 庁 所 管 事 業 分 野 に お ける 障害 を 理由 と する 差別 の 解消 の 推進 に 関す る 対応 指針 」( 平 
成 28 年 金融 庁 告示 第 3 号 ) に 則り 障害 者 へ の 適切 な 対応 を 行う 業務 運営 態勢 と な っ て 
いる か 。 ま た 、 対 応 状 況 を 把握 ・ 検 証し 、 そ の 結果 を 踏ま え 対応 方 法 の 見 直し を 行う 
態勢 と な っ て いる か 。 

⑥ 内 部 監査 等 に より 、 紛 争 解 決 等 業務 の 運営 状況 の 適切 性 等 を 検証 し 、 そ の 検証 結果 
等 を 踏ま えた 速やか な 改善 を 行っ て いる か 。 


IVー1 一 2 職員 の 監督 体制 等 


(1) 意義 


指定 機関 に お いて は 、 利 用 者 か ら の 相談 ・ 照 会 等 へ の 対応 、 苦 情 処理 手続 の 実施 及び 
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紛争 解決 手続 の 補助 等 を 当該 指定 機関 の 職員 が 行っ て お り 、 公 正 か つ 適 確 な 紛争 解決 等 
業務 の 遂行 の た め 、 研 修 の 実施 等 に よる 職員 の 資質 の 維持 ・ 向 上 が 必要 で ある 。 し た が 
っ て 、 金 商法 第 156 条 の 44 第 1 項 第 8 号 及び 指定 機関 府 令 第 7 条 第 3 号 に お いて は 、 業 
務 規程 で 定め る べき 事項 と し て 、「 紛 争 解 決 等 業務 を 行う 職員 の 監督 体制 に 関す る 事項 」 
が 規定 され て いる 。 ま た 、 紛 争 解 決 委 員 に お いて も 、 公 正 か つ 適 確 な 紛争 解決 手続 を 実 
施す る た め 、 他 の 紛争 解決 委員 と の 紛争 解決 等 業務 に 係る 情報 の 共有 や 金融 商品 等 の 知 
識 の 習得 等 が 必要 で ある 。 


(2) 主 な 着眼 点 
① 苦情 処理 手続 の 実施 等 を 担当 する 職員 へ の 定期 的 か つ 十 分 な 教育 ・ 研 修 の 実施 等 を 
含め た 職員 に 対す る 指導 等 、 適 切な 措置 を 講じ て いる か 。 
② 公正 か つ 適 確 な 紛争 解決 手続 の 実施 の た め に 必要 と な る 情報 ・ 知 識 を 、 紛 争 解 決 委 
員 間 で 共有 する 態勢 を 整備 し て いる か 。 


IV 一 1 一 3 紛争 解決 委員 の 選任 及び 排除 等 


(1) 意義 

紛争 解決 委員 の 中 立 性 ・ 公 正 性 を 確保 する た め 、 人 金 商法 第 156 条 の 44 第 4 項 第 2 号 
に お いて は 、 業務 規程 が 適合 し な けれ ば な ら な い 基 準 と し て 、「 紛 争 解 決 委 員 の 選任 の 方 
法 及 び 紛 争 解 決 委員 が 金融 商品 取引 業 等 業務 関連 紛争 の 当事者 と 利害 関係 を 有する こと 
その 他 の 紛争 解決 手続 の 公正 な 実施 を 妨げ る お それ が ある 事由 が ある 場合 に お いて 、 当 
該 紛争 解決 委員 を 排除 する た め の 方 法 を 定め て いる こと 」 が 規定 され て いる 。 紛争 解決 
委員 の 選任 の 方 法 及び 排除 する た め の 方 法 を 定め る に 当たっ て は 、 中 立 性 ・ 公 正 性 の 観 
点 か ら 適 正 か つ 実 効 的 な 方 法 を 定め 、 こ れ に 基づい て 紛争 解決 手続 を 実施 する と と も に 、 
利用 者 の 信頼 性 を 確保 する た め の 取 組 を 行う こと が 必要 で ある 。 


(2) 主 な 着眼 点 
① 紛争 解決 委員 の 選任 の 方 法 
イ . あら か じ め 、 紛 争 解決 委員 の 候補 者 名 薄 を 作成 し て いる か 。 
ロ . 紛争 の 個々 の 事案 ご と に 適切 に 紛争 解決 委員 を 選任 する た め 、 紛 争 解 決 委 員 の 選 
任 権 者 及び 選任 の 基準 ・ 手 続 を 定め 、 こ れ ら に 基づき 紛争 解決 手続 を 実施 し て いる 
か 。 特 に 、 指 定 機関 が 業態 ご と に 設立 され て いる こと に も 鑑み 、 紛 争 解決 委員 の 中 
立 性 ・ 公 正 性 に つい て 十分 な 配 意 を 行う こと が 必要 で ある 。 
② 紛争 解決 委員 を 排除 する た め の 方 法 
紛争 解決 委員 の 排除 に 係る 当事者 の 申立 て に 基づき 又は 当該 申立 て を 待た ず に 、 指 
定 機関 が 自ら 調査 ・ 判 断 する 方 法 を 定め 、 そ れ に 基づき 紛争 解決 手続 を 実施 し て いる 
か 。 
③ 業界 団体 の 役職 員 を 紛争 解決 委員 に 選任 する 場合 に は 、 金 商法 第 156 条 の 50 第 3 
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項 に お いて 、 紛 争 解 決 委 員 の うち 少な く と も 一 人 は 、 a 
ば な ら な いと 規定 され て いる こと を 踏ま え 、 弁 護 士 等 を 含め た 複数 の 紛争 解決 委 
合議 制 に よる 紛争 解決 手続 を 採っ て いる か 。 A 
ー ト の 活用 や 外部 有識者 に よる 事後 的 な 検証 等 を 含め 、 利 用 者 の 信頼 性 を 確保 する た 
め の 取 組 を 行っ て いる か 。 


IV 一 1 一 4 負担 金 及 び 料 金 


(1) 意義 
金融 ADR 制 度 は 、 簡 易 ・ 迅 速 か つ 低廉 な 紛争 解決 の 手段 を 提供 する も の で ある こと 
か ら 、 利 用 者 及び 業者 の 経済 的 負担 が 過大 で 利用 の 障害 と な ら な いよ う 、 金 商法 第 156 条 
の 44 第 5 項 に お いて は 、 業務 規程 が 適合 し な けれ ば な ら な い 基 準 と し て 、 業者 が 負担 す 
る 負担 金 及 び 当 事 者 か ら 微 収 す る 料金 に つい て 、「 負 担 金 及び 料金 の 額 又 は 算定 方 法 及び 
支払 方 法 (以下 「 負 担 金 額 等 」 と いう 。) を 定め て いる こと 」 及 び 「 負 担 金 額 等 が 著しく 
不当 な も の で な いこ と 」 が 規定 され て いる 。 


(2) 主 な 着眼 点 

① 負担 金 及 び 料 金 の 額 又は 算定 方 法 に つい て 、 紛 争 解決 等 業務 を 継続 し て いく た め に 
必要 な 経費 を 過度 に 上 回 ら な いよ うに 定め て いる か 。 

② 負担 金 及 び 料 金 の 額 又は 算定 方 法 に つい て 、 各 業者 及び 利用 者 に と っ て 合理 的 な も 
の と な る よう に 定め て いる か 。 特 に 、 利 用 者 の 経済 的 負担 が 過大 と な り 、 指 定 機関 を 
利用 する 障害 と な ら な いよ うに 定め て いる か 。 

③ 負担 金 又 は 料金 の 額 を 改定 する た め の 手 続 を 定め 、 そ れ に 基づい た 決定 を 行っ て い 
る か 。 ま た 、 業 者 及び 利用 者 に 対し 、 改 定 内 容 を 十分 に 周知 し て いる か 。 


IV 一 1 一 5 利用 者 等 に 関す る 情報 の 管理 


(1) 意義 

指定 機関 に お いて は 、 紛 争 解 決 等 業務 を 行う 過程 に お いて 利用 者 の 個人 情報 を 含む 
様々 な 情報 を 把握 する こと に な る が 、 こ れ ら の 情報 が 漏えい 等 し た 場合 、 利 用 者 に 多大 
な 不利 益 を も た ら す と と も に 、 人 金融 ADR 制 度 に 対す る 信頼 を 失う 原因 と も な る こと か 
ら 、 そ の 適切 な 管理 を 行う こと が 必要 で ある 。 

この た め 、 指 定 機関 に お いて は 、 紛 争 解決 委員 及び 役職 員 又 は これ ら の 職 に あっ た 者 
に 対す る 秘密 保持 義務 の 遵守 が 定め られ て いる ( 金 商法 第 156 条 の 41 第 1 項 ) 。 ま た 、 
指定 機関 は 、 個 人 情報 の 保護 に 関す る 法律 (平成 15 年 法律 第 57 号 ) 第 2 条 第 5 項 に 規 
定 する 個人 情報 取扱 事業 者 と し て 、 同 法 、 個 人 情報 の 保護 に 関す る 法律 に つい て の ガイ 
ドラ イン (通則 編 ) 、 同 ガイ ドラ イン (外国 に ある 第 三 者 へ の 提供 編 ) 、 同 ガイ ドラ イン 
(第 三 者 提供 時 の 確認 ・ 記 録 義 務 編 ) 及び 同 ガ イド ライ ン (仮名 加工 情報 ・ 匿 名 加工 情 
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報 編 ) 、 金融 分 野 に お ける 個人 情報 保護 に 関す る ガイ ドラ イン 及び 金融 分 野 に お ける 個人 
情報 保護 に 関す る ガイ ドラ イン の 安全 管理 措置 等 に つい て の 実務 指針 に 基づい て 、 適 切 
な 個人 情報 の 取扱 い を 確保 する た め の 措 置 を 講ず る 必要 が ある 。 


(2) 主 な 着眼 点 

① 役員 は 、 利用 者 等 に 関す る 情報 管理 の 適切 性 を 確保 する 必要 性 及び 重要 性 を 認識 し 、 
適切 性 を 確保 する た め の 組 織 の 確立 (部 門間 に お ける 適切 な 牽制 の 確保 を 含む 。) 、 
内 部 規程 の 策定 等 、 内 部 管理 態勢 の 整備 を 図っ て いる か 。 

② 利用 者 等 に 関す る 情報 の 取扱 い に つ いて 、 具 体 的 な 取扱 基準 を 定め た 上 で 、 研 修 等 
に より 役職 員 等 へ の 周知 徹底 を 図っ て いる か 。 特 に 、 当 該 情報 の 他 者 へ の 伝達 に つい 
て は 、 秘 密 保持 義務 等 の 観点 か ら 、 十 分 な 検討 を 行っ た 上 で 取扱 基準 を 定め て いる か 。 

③ 利用 者 等 に 関す る 情報 へ の アク セス 管理 の 徹底 (アク セス 権限 を 付与 され た 本 人 以 
外 が 使用 する こと の 防止 等 ) 、 内 部 関係 者 に よる 利用 者 等 に 関す る 情報 の 持 出し の 防 
止 に 係る 対策 、 外 部 か ら の 不正 アク セス の 防御 等 情報 管理 シレ ステ ム の 堅 宇 化 等 の 対策 
を 含め 、 利 用 者 等 に 関す る 情報 の 管理 状況 を 適時 ・ 適 切 に 検証 で きる 態勢 と な っ て い 
る か 。 ま た 、 特 定職 員 に 集中 する 権限 等 の 分 散 や 、 幅 広い 権限 等 を 有する 職員 へ の 管 
理 ・ 牽 制 の 強化 を 図る な ど 、 利 用 者 等 に 関す る 情報 を 利用 し た 不正 行為 を 防止 する た 
め の 適 切な 措置 を 講じ て いる か 。 

④ 利用 者 等 に 関す る 情報 の 漏えい 等 が 発生 し た 場合 に 、 適 切 に 責任 部 署 へ 報告 され 、 
二 次 被害 等 の 発生 防止 の 観点 か ら 、 対 象 と な っ た 利用 者 等 へ の 説明 、 当 局 へ の 報告 及 
び 必 要 に 応じ た 公表 が 迅速 か つ 適 切 に 行わ れる 態勢 を 整備 し て いる か 。 ま た 、 情 報 漏 
えい 等 が 発生 し た 原因 を 分 析 し 、 再 発 防止 に 向け た 対策 を 講じ て いる か 。 


IV 一 2 紛争 解決 等 業務 の 適切 性 等 


一 2 一 1 相談 等 を 受付 けた 場合 の 対応 


( 1 ) 意義 

金融 ADR 制 度 に お いて は 、 法 令 に お いて 苦情 ・ 紛 争 に 関す る 特段 の 定義 を 設け て お 
ら ず 、 指 定 機関 は 、 業 者 が 提供 する 金融 商品 ・ サ ービス に 係る トラ ブル に つい て 、 幅 広 
く 紛争 解決 等 業務 の 対象 と し 、 利 用 者 の 相談 等 に 応ずる こと が 必要 で ある 。 ま た 、 相 談 
等 に 対し て は 、 指 定 機関 が 、 利 用 者 と の 応対 を 通し て 事案 の 内 容 を 適切 に 把握 し 、 利 用 
者 の 疑問 等 に つい て 、 適 確か つ 分 か り 易く 説明 する こと が 必要 で ある 。 な お 、 金 商法 第 
156 条 の 38 第 11 項 に お ける 「 付 随 する 業務 」 に は 、 指定 機関 が 指定 を 受け た 紛争 解決 等 
業務 に 関す る 相談 等 の 業務 が 含ま れ て いる こと に 留意 する 。 


(2) 主 な 着眼 点 
① 指定 を 受け た 紛争 解決 等 業務 の 金融 商品 ・ サ ービス に 関す る 利用 者 か ら の 相談 等 に 
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つい て 、 そ の 内 容 に 応じ 、 苦 情 処理 手続 の 案内 や 他 の 適切 な 指定 機関 の 紹介 等 を 行っ 
て いる か 。 

② 利用 者 の 立場 に 立っ つた 、 分 か り 易い 説明 に 努め て いる か 。 特 に 、 銀 行 窓 販 等 の よう 
に 業態 の 異な る 複数 の 金融 機関 が 関係 する 場合 、 利 用 者 に と っ て 、 ど の 指定 機関 に 申 
し 立て る こと が 可能 か な ど に つい て 、 分 か り に くい 場合 も ある と 考え られ る こと か ら 、 
関係 する 指定 機関 が 連携 し つつ 、 よ り 一 層 、 利 用 者 の 立場 に 立っ た 丁寧 な 窓口 対応 を 
行っ て いる か (WV 一 5 一 1 (2) ① 参 照 )。 


IV 一 2 一 2 苦情 処理 手続 に お ける 留意 事項 


( 1 ) 意義 
指定 機関 は 、 迅 速 な 苦情 の 解決 を 図る た め 、 苦 情 処理 手続 に 係る 交渉 経緯 や 進捗 状況 
等 を 適時 ・ 適 確 に 把握 し 、 利 用 者 か ら の 求め や 交渉 の 状況 に 応じ て 、 適 宜 ・ 適 切な 措置 
(利用 者 へ の 助言 や 事情 調査 等 ) を 講ず る こと に より 、 利 用 者 と 業者 と の 間 の 自主 的 な 
解決 を 促す こと が 求め られ る ( 金 商法 第 156 条 の 49) 。 


(2) 主 な 着眼 点 

① 苦情 申立 て の 対象 と な っ た 業者 か ら 当該 苦情 に 係る 対応 の 進捗 状況 及び 対応 結果 の 
報告 を 受け る と と も に 、 当 該 業者 が 誠実 か つ 迅 速 な 対応 を 行っ た か に つい て 確認 する 
な ど に より 、 交渉 経 緯 や 進捗 状況 等 を 適時 ・ 適 確 に 把握 し て いる か 。 

② 法令 ( 金 商法 第 156 条 の 48、 指定 機関 府 令 第 11 条 ) に 定め られ た 手続 実施 記録 の 作 
成 に つい て 、 苦情 処理 手続 の 実施 の 経緯 等 が 、 適切 に 事後 的 な 検証 を 行う こと が 可能 な 
も の と な っ て いる か 。 

③ 適切 な 苦情 処理 手続 の 実施 を 確保 する 観点 か ら 、 当 事 者 と の 応対 方 法 や 資料 の 授受 
等 に 関す る 具体 的 な 取扱 い 等 を 定め て いる か 。 

④ 苦情 の 実態 ・ 原 因 等 を 適 確 に 把握 し 、 利 用 者 に と っ て 納得 感 の ある 苦情 処理 手続 を 
行う た め 、 で きる 限り 申立 本 人 か ら の 事情 聴取 を 行っ て いる か 。 


IV 一 2 一 3 紛争 解決 手続 に お ける 留意 事項 


( 1 ) 意義 

金融 ADR 制 度 は 、 簡 易 ・ 迅 速 な 紛争 解決 手段 を 提供 する も の で ある こと か ら 、 指 定 
機関 は 紛争 解決 手続 の 標準 的 な 進行 に つい て 定め る 必要 が ある 。 こ の 標準 的 な 手続 の 進 
行 に 基づき 、 各 指定 機関 が 実施 する 紛争 解決 手続 は 、 取 り 扱う 金融 商品 ・ サ ービス の 特 
性 等 に より 、 指 定 機関 間 に お いて その 実施 方 法 や 和解 の 成否 に 差異 が 生ずる こと が ある 
も の の 、 当 事 者 間 の 和解 に 向け て 努力 する こと が 求め られ る こと は いう まで も な い 。 な 
お 、 紛 争 解 決 手続 の 実施 に 当たっ て は 、 中 立 性 ・ 公 正 性 を 確保 し 、 利 用 者 の 手続 に 対す 
る 納得 感 ・ 信 頼 感 の 向上 に 留意 し た 取扱 い が 必要 で ある 。 ま た 、 金 商法 第 156 条 の 44 第 
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6 項 に 規定 され て いる 特別 調停 案 に つい て は 、 人 金融 機関 と 利用 者 と の 間 に お ける 金融 商 
品 ・ サ ービス に 関す る 情報 収集 力 や 交渉 力 等 の 面 の 格差 に 鑑み 、 利 用 者 保護 の 充実 を 図 
る 観点 か ら 、 金 融 ADR 制 度 に 定め られ た 措置 で ある こと も 踏ま え 、 有 効 に 活用 する 態 
勢 を 整備 する こと が 必要 で ある 。 


(2) 主 な 着眼 点 
① 金 商法 第 156 条 の 44 第 4 項 第 6 号 に お いて は 、 業 務 規 程 が 適合 し な けれ ば な ら な 

い 基 準 と し て 、「 紛 争 解 決 手続 の 開始 か ら 終了 に 至る まで の 標準 的 な 手続 の 進行 に つ 

いて 定め て いる こと 」 が 規定 され て いる が 、 こ れ に つい て は 以下 の 点 に 留意 する 。 

イ . 紛争 解決 手続 の 開始 に 当たっ て の 手続 の 進め 方 ( 金 商法 第 156 条 の 44 第 4 項 第 7 
号 の 規定 に より 定め る も の を 含む 。) 、 紛 争 解決 手続 の 期日 に お ける 手続 の 進め 方 
及び 紛争 解決 手続 の 終了 に 当たっ て の 手続 の 進め 方 ( 同 項 第 12 号 及 び 第 13 号 の 規 
定 に より 定め る も の を 含む 。) を 、 例 えば 、 手 続 の 進行 の 段階 に 応じ て 定め て いる 
な ど 、 明 確 に し て いる か 。 

ロ . 上 記 イ の うち 、 紛 争 解決 手続 の 期日 に お ける 手続 に つい て は 、 当 事 者 が 作成 する 
当該 当事者 の 主張 を 記載 し た 書面 の 提出 の 方 法 、 紛 争 解決 委員 か ら の 求め に 応じ た 
報告 及び 物件 等 の 提出 の 方 法 並 びに 紛争 解決 手続 の 期日 に お ける 主張 の 方 法 等 を 定 
め て いる か 。 

ハ . 紛争 解決 手続 の 開始 か ら 終了 に 至る まで の 標準 的 処理 期間 を 定め て いる か 。 

② 紛争 の 実態 ・ 原 因 等 を 的 確 に 把握 し 、 利 用 者 に と っ て 納得 感 の ある 紛争 解決 手続 を 
行う た め に 、 当 事 者 の 主張 等 を 十分 に 把握 し た 上 で 手続 を 実施 し て いる か 。 ま た 、 そ 
の 際 、 で きる 限り 申立 本 人 と の 面談 に より 事情 聴取 を 行う よう 努め て いる か 。 

③ 利用 者 か ら 再 度 の 面談 要請 が ある 場合 や 和解 案 の 論拠 と な っ た 証拠 書類 等 に 関す る 
説明 の 要請 が ある 場合 、 特 段 の 支障 が な い 限 り 、 当 該 要請 に 応え る な ど 、 利 用 者 の 手 
続 に 対す る 納得 感 に 配 意 し た 対応 を 行っ て いる か 。 

④ 特別 調停 案 の 提示 は 紛争 解決 委員 に 委ね られ て いる こと に 留意 し つつ 、 紛 争 解決 の 
た め に 必要 な 局面 に お いて 、 特 別 調停 案 を 適切 に 提示 で きる よう な 態勢 を 確保 し て い 
る か 。 

⑤ 法令 ( 金 商法 第 156 条 の 50 第 9 項 、 指定 機関 府 令 第 14 条 ) に 定め られ た 手続 実施 記録 
の 作成 に つい て 、 紛 争 解 決 手 続 の 実施 の 経緯 等 が 、 中 立 ・ 公 正 な 手続 の 実施 等 の 観点 
か ら 事 後 的 な 検証 を 行う こと が 可能 な も の と な っ て いる か 。 

⑥ 中 立 ・ 公 正 な 紛争 解決 手続 の 実施 を 確保 する 観点 か ら 、 当 事 者 と の 応対 方 法 や 資料 
の 授受 等 に 関す る 具体 的 な 取扱 い 等 を 定め て いる か 。 

⑦ 金 商法 第 156 条 の 50 第 4 項 た だ し 書き に お いて 、 紛争 解 決 手続 を 実施 し な い 事 由 と し 

て 、「 そ の 他 の 事由 に より 紛争 解決 手続 を 行う の に 適当 で な いと 認め る と き 」 又は 「 当 

事 者 が 不当 な 目的 で みだりに (紛争 解決 手続 の ) 申立 て を し た と 認め る と き 」 が 規定 
され て いる が 、 例 えば 、 反 社会 的 勢力 か ら の 不当 な 申立 て に 対し 、 同 規定 に 基づき 手 

続 を 実施 し な い 態 勢 と な っ て いる か 。 
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IV 一 2 一 4 法令 等 違反 に 対す る 監督 上 の 対応 


( 1 ) 意義 
紛争 解決 等 業務 は 、 指 定 機関 に 対す る 利用 者 の 信頼 を 基本 と し て お り 、 指 定 機関 の 中 
立 性 又は 公正 性 等 に 疑念 を 生じ させ る よう な 法令 等 違反 が 発生 し た 場合 、 金 融 ADR 制 
度 全 体 の 信頼 性 に 波及 する お それ が ある こと を 十分 に 認識 し 、 指 定 機関 は 法令 及び 業務 
規程 等 を 厳格 に 遵守 し 、 公 正 か つ 適 確 な 紛争 解決 等 業務 の 遂行 に 努め る こと が 必要 で あ 
る 。 


(2) 主 な 着眼 点 
① 法令 等 違反 の 発覚 の 第 一 報 
指定 機関 に お いて 法令 等 違反 が 発覚 し 、 第 一 報 が あっ た 場合 は 、 法 令 等 遵守 に 係る 
規程 等 に 則り 、 以 下 の 点 が 行わ れ て いる か に つい て 確認 する 。 
イ . 役員 (理事 会 等 の 意思 決定 機関 を 含む 。) 及び 内 部 監査 部 門 等 へ 迅速 に 報告 を 行っ 


て いる か 。 
口 . 刑罰 法令 に 抵触 し て いる お それ の ある 事実 に つい て は 、 警 察 等 関係 機関 等 へ 通報 
し て いる か 。 


ハ . 法令 等 違反 が 発生 し た 部 署 か ら 独 立 し た 部 署 (内 部 監査 部 門 等 ) 又は それ に 代わ 
る 検証 に よっ て 、 調 査 ・ 解 明 を 実施 し て いる か 。 
② 法令 等 違反 届出 書 の 受理 
金 商法 第 156 条 の 56 第 2 号 及 び 指 定 機関 府 令 第 15 条 第 3 項 の 規定 に 基づき 、 指 定 
機関 か ら 届 出 書 が 提出 され る が 、 受理 時 に お いて 、 同 府 令 第 15 条 第 1 項 第 4 号 に 規定 
され て いる 事項 が 記載 され て いる か を 含め 、 適 切 に 届出 が な され て いる か に つい て 確 
認 す る 。 
③ 紛争 解決 等 業務 の 公正 性 及び 適 確 性 の 検証 
法令 等 違反 と 紛争 解決 等 業務 の 公正 性 及び 適 確 性 の 関係 に つい て は 、 以 下 の 点 に 基 
づき 検証 する 。 
イ . 当該 違反 へ の 役員 の 関与 は な いか 。 組織 的 な 関与 は な いか 。 
ロ . 当該 違反 が 指定 機関 の 紛争 解決 等 業務 に 与え る 影響 は どう か 。 
ハ . 内 部 牽制 機能 が 適切 に 発揮 され て いる か 。 
ニニ . 改善 策 の 策定 や 自浄 機能 が 十分 か 。 責 任 の 所 在 が 明確 化 さ れ て いる か 。 
ホ . 当該 違反 の 発覚 後 の 対応 が 適切 か 。 
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IV 一 3 紛争 解決 等 業務 の 公表 ・ 検 証 ・ 評 価 


IV 一 3ー1 紛争 解決 等 業務 の 公表 


( 1 ) 意義 
指定 機関 に お ける 紛争 解決 等 業務 の 結果 等 に 関す る 情報 は 、 苦 情 ・ 紛 争 の 未然 防止 の 
観点 か ら 有 用 で ある ほか 、 利用 者 の 指定 機関 に 対す る 信頼 性 向上 に も 資す る も の で ある 。 
この た め 、 指 定 機関 は 、 紛 争 解決 手続 の 非 公開 の 規定 ( 金 商法 第 156 条 の 50 第 7 項 ) に 
留意 し つつ 、 紛 争 解 決 等 業務 に 関す る 情報 を 積極 的 に 公表 する こと に より 、 利 用 者 等 
に 対し 情報 提供 等 を 行う ( 金 商法 第 156 条 の 45 第 2 項 ) と と も に 、 そ の 内 容 の 充実 に 努 
め る こと が 必要 で ある 。 


(2) 主 な 着眼 点 

① 苦情 処理 手続 ・ 紛 争 解決 手続 に 関す る 申立 て や 結果 等 の 状況 を 分 析 し た 上 で 、 ホ ー 
ムペ ー ジ や パン フレ ッ ト 等 に より 、 積 極 的 に 公表 し て いる か 。 

② 個別 の 苦情 ・ 紛 争 事 案 に つい て 、 そ の 概要 や 結果 等 を で きる 限り 公表 し て いる か 。 

③ 利用 者 アン ケー ト や 外部 有識者 に よる 紛争 解決 等 業務 の 事後 的 な 検証 ・ 評 価 の 結果 
及び それ ら を 踏ま えた 改善 措置 (WV 一 3ー2)、 又 は 紛争 解決 等 業務 の 中 立 性 ・ 公 正 性 
を 担保 する 方 法 ( 例 : 一 1 一 2 に お ける 苦情 処理 手続 の 実施 等 を 担当 する 人 材 の 育 
成 方 法 、W 一 1 一 3 に お ける 紛争 解決 委員 の 選任 方 法 ) 等 に つい て 、 で きる 限り 公表 
に 努め て いる か 。 


IV 一 3 一 2 紛争 解決 等 業務 の 検証 ・ 評 価 


( 1 ) 意義 

金融 ADR 制 度 は 、 利 用 者 保護 の 観点 か ら 構 築 さ れ た も の で ある こと か ら 、 指 定 機関 
に お いて は 、 紛 争 解 決 等 業務 の 運営 に 当たり 、 中 立 性 ・ 公 正 性 を 確保 し 、 利 用 者 の 手続 
に 対す る 納得 感 ・ 信 頼 感 を 得 ら れる よう 努め る こと が 肝要 で あり 、 こ れ ら を 把握 し 、 紛 
争 解決 等 業務 の 改善 に つなげ る 取組 が 求め られ る 。 こ の た め 、 利 用 者 アン ケー ト や 外部 
有識者 等 に よる 事後 的 な 検証 ・ 評 価 を 活用 する こと が 重要 で ある 。 ま た 、 紛 争 解決 等 業 
務 に 関す る 利用 者 か ら の 苦情 に 対し 適切 に 対応 する と と も に 、 そ の 原因 分 析 等 を 行い 、 
紛争 解決 等 業務 の 改善 に つなげ る こと も 必要 で ある 。 


(2) 主 な 着眼 点 
① 紛争 解決 手続 等 を 利用 し た 利用 者 の 意見 ・ 要 望 等 に つい て 、 和 解 に 至ら な か っ た 事 
案 を 含め て 利用 者 アン ケー ト 等 に より 把握 し 、 そ の 結果 を 踏ま えて 、 紛 争 解 決 等 業務 
の 改善 措置 を 検討 し て いる か 。 特に 、 当 事 者 と 面談 を 行わ な いま ま 紛 争 解 決 手続 を 終 
結 し た 事案 (書面 に よる 手続 の 実施 ) に つい て は 、 当 事 者 の 手続 に 対す る 納得 感 等 を 
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把握 し 、 そ の 結果 を 踏ま えた 対応 を 検討 し て いる か 。 
② 外部 有識者 に よる 提言 ・ 府 問 機関 を 設置 する な ど に より 、 紛 争 解 決 等 業務 の 運営 に 
つい て 事後 的 な 検証 ・ 評 価 を 行い 、 そ れ を 踏ま えた 紛争 解決 等 業務 の 改善 措置 を 検討 
し て いる か 。 な お 、 そ の 際 、 個 人 情報 の 開示 に よる プラ イバシー の 侵害 、 個 別 の 紛争 
解決 手続 結果 の 蒸し 返し 及び 紛争 解決 委員 の 独立 性 の 侵害 等 の 問題 が た 生じ な いよ うに 
留意 し て いる か 。 
③ 金 商法 第 156 条 の 44 第 1 項 第 7 号 に お いて は 、 業 務 規 程 で 定め る べき 事項 と し て 、 
「 紛 争 解 決 等 業務 に 関す る 苦情 の 処理 に 関す る 事項 」 が 規定 され て いる が 、 こ れ に つ 
いて は 以下 の 点 に 留意 する 。 
イ . 紛争 解決 等 業務 に 関す る 利用 者 か ら の 苦情 に つい て 、 公 正 な 対応 が で きる 態勢 を 
整備 し て いる か 。 
ロ . 上 記 イ の 苦情 へ の 対応 結果 等 の 検証 を 行い 、 そ の 検証 結果 を 踏ま えて 、 紛 争 解 決 
等 業務 の 改善 措置 を 検討 し て いる か 。 


WV 一 4 苦情 ・ 紛 争 事案 に 関す る 分 析 結 果 等 の フィ ー ド バッ ク 


(1) 意義 
指定 機関 は 、 業 者 等 に 対し 情報 の 提供 等 に 努め な けれ ば な ら な い ( 金 商法 第 156 条 の 
45 第 2 項 ) と され て いる こと か ら 、 苦 情 処理 ・ 紛 争 解決 手続 の 状況 等 に つい て 、 分 析 ・ 
類型 化 等 を 行う と と も に 、 そ の 結果 を 業者 等 に フィ ー ド バッ ク し 、 昔 情 ・ 紛 争 の 未然 防 
止 の 取組 に 努め る こと が 必要 で ある 。 


(2) 主 な 着眼 点 

① 紛争 解決 等 業務 に 関し 、 苦情 ・ 紛 争 の 発生 原因 や 商品 分 類 等 、 多 様 な 観点 か ら 分 析 ・ 
類型 化 等 を 行い 、 そ の 結果 を 業者 に フィ ー ド バッ ク し て いる か 。 

② 典型 的 な 苦情 ・ 紛 争 事 案 や 増加 傾向 に ある 苦情 ・ 紛 争 事案 等 に つい て 、 適 時 ・ 適 切 
に 業者 に フィ ー ド バッ ク し て いる か 。 

③ 上 記 ① の 分 析 結 果 を 、 必 要 に 応じ て 、 関 係 機関 ( 例 : 金 商法 第 156 条 の 44 第 1 項 第 
6 号 に 規定 する 「 他 の 指定 紛争 解決 機関 その 他 相 談 、 苦 情 の 処理 又は 紛争 の 解決 を 実 
施す る 国 の 機関 、 地 方 公共 団体 、 民 間 事 業者 その 他 の 者 」) に 提供 し て いる か 。 


V 一 5 関係 機関 と の 連携 


一 5 一 1 他 の 指定 紛争 解決 機関 と の 連携 


(1) 意義 


現行 の 業態 ご と に 設立 され た 指定 機関 は 、 専 門 性 の 活用 、 筒 易 ・ 迅 速 な 手続 の 実施 、 
業界 の 自主 規制 ・ 自 助 努 力 の 枠組 み と 整 合 的 等 の メリ ッ ト を 有する 一 方 で 、 各 指定 機関 間 
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の 手続 の 相違 等 に より 利用 者 の 使い 勝手 に 影響 する こと が 想定 され る 。 こ の た め 、 金 商 
法 第 156 条 の 44 第 1 項 第 6 号 に お いて は 、 業 務 規 程 で 定め る べき 事項 と し て 、「 他 の 指 
定 紛争 解決 機関 その 他 相 談 、 苦 情 の 処理 又は 紛争 の 解決 を 実施 する 国 の 機関 、 地 方 公共 
団体 、 民 間 事 業者 その 他 の 者 と の 連携 に 関す る 事項 」 が 規定 され て いる 。 指 定 機関 に お 
いて は 、 他 の 指定 機関 と の 間 で 、 苦 情 処理 ・ 紛 争 解 決 の 状況 等 に 関す る 情報 交換 、 申 立 
事案 の 内 容 に 応じ た 他 の 適切 な 指定 機関 の 紹介 又は 申立 て の 移送 、 職 員 等 に 対す る 研修 
等 に つい て 連携 を 図り 、 一 層 の 利用 者 利便 の 向上 に 努め る 必要 が ある 。 


(2) 主 な 着眼 点 

① 申立 て を 受け た 事案 に つい て 、 その 内 容 に 応じ 他 の 適切 な 指定 機関 が ある 場合 に は 、 
申立 人 の 問題 意識 を 的 確 に 把握 し 、 そ の 意向 を 十分 に 確認 し た 上 で 、 速 や か に 当該 指 
定 機関 の 紹介 等 を 行う 態勢 を 整備 する な ど 、 実効 性 の ある 連携 措置 を 定め 、 そ れ に 基 
づき 紛争 解決 等 業務 を 運営 し て いる か 。 特 に 、 銀 行 窓 販 等 の よう に 業態 の 異な る 複数 
の 金融 機関 が 関係 する 場合 、 利 用 者 に と っ て 、 ど の 指定 機関 に 申し 立て る こと が 可能 
か な ど に つい て 、 分 か り に くい 場合 も ある と 考え られ る こと か ら 、 関 係 す る 指定 機関 
が 連携 し つつ 、 よ り 一 層 、 利 用 者 の 立場 に 立っ た 丁寧 な 窓口 対応 を 行っ て いる か (IV 
ー2 一 1 (2) ② 参 照 ) 。 

②  「 金 融 ADR 連 絡 協 議会 」 ほ ) や 指定 機関 間 の 情報 交換 等 を 通じ て 、 指 定 機関 間 の 
連携 を 図り 、 手 続 の 実施 方 法 等 の 改善 に つなげ る な ど 、 利 用 者 の 利便 性 向上 に 努め て 
いる か 。 

( 注 ) 金融 ADR 制 度 の フォ ロー アッ プ に 関す る 有識者 会 議 の 提言 を 踏ま え 、 全 て の 指定 機関 の 実務 担当 者 
等 に より 構成 。 


IV 一 5 一 2 その 他 の 機関 と の 連携 


( 1 ) 意義 

指定 機関 は 、 指 定 機関 間 の 連携 を 図る こと に 加え 、 利 用 者 の 利便 性 の 向上 や 紛争 解決 
等 業務 の 円 滑 な 運営 等 の た め 、 指 定 機関 以外 の 苦情 処理 ・ 紛 争 解 決 に 関係 する 機関 と の 
連携 を 図る こと が 求め られ る 。 こ の た め 、 人 金 商法 第 156 条 の 44 第 1 項 第 6 号 に お いて 
は 、 業 務 規 程 で 定め る べき 事項 と し て 、 他 の 指定 機関 の みな ら ず 、「 そ の 他 相 談 、 苦 情 
の 処理 又は 紛争 の 解決 を 実施 する 国 の 機関 、 地方 公共 団体 、 民 間 事 業者 その 他 の 者 」 ( 以 
下 「 そ の 他 の 機関 」 と いう 。) と の 連携 に つい て も 規定 され て いる 。 指 定 機関 は 、 金 融 
トラ ブル 連絡 調整 協議 会 や その 他 の 機関 と の 情報 交換 等 を 通じ て 、 一 層 の 利用 者 の 利便 
性 向上 に 努め る こと が 必要 で ある 。 

な お 、 そ の 他 の 機関 に は 、 金 融 サ ービス 利用 者 相談 室 を 設置 し て 相談 業務 を 行っ て い 
る 金融 庁 、 消 費 者 行政 を 所 管 す る 消費 者 庁 、 消 費 生活 相談 セン ター 等 を 設置 し て いる 都 
道府県 等 、 民 事 一 般 に つい て 裁判 外 紛争 解決 手続 を 行っ て いる 単位 弁護 士 会 等 、 事 業者 
と 消費 者 と の 間 に 生 じ た 紛 争 の 合意 に よる 解決 等 を 行っ て いる 国民 生活 セン ター 及び 法 
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律 相談 に 関す る 情報 提供 を 行っ て いる 日 本 司法 支援 セン ター 等 が 含ま れる 。 
(2) 主 な 着眼 点 


その 他 の 機関 と 苦情 処理 ・ 紛 争 解決 の 状況 等 に 関す る 情報 交換 等 に 努め る と と も に 、 
申立 事案 の 内 容 に 応じ た 適切 な その 他 の 機関 の 紹介 等 を 行っ て いる か 。 
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